[bookmark: 療養状況報告書復帰準備状況報告書]各様式を使う段階早見表
	
	　療養説明書
	　療養（延長）申請書
	　主治医への復帰基準通知
	　療養状況報告書
	　復帰準備説明書
	　復帰準備状況報告書
	　復帰準備完了確認シート
	　復帰申請書
	　主治医意見書
	　業務評価表
	　労務評価票

	第一段階
	療養開始時
	●
	●
	●
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	療養専念期
	
	●
	
	●
	
	
	
	
	
	
	

	第二段階
	復帰準備期
	
	●
	
	
	●
	●
	●
	
	
	
	

	第三段階
	復帰検討期
	
	●
	
	
	
	●
	
	●
	●
	
	

	第四段階
	復帰支援期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	●
	●





療養説明書

○○市総務部職員課

１　当市の復職プログラムについて
　当市では、休職をしている職員に対し、体調が回復するまで十分な療養の機会を設け、病気の再発の可能性が最小化された状態で復帰できるよう、従前は曖昧であった復帰基準や復帰手順を、復職プログラムとして体系化しています。
　復帰基準や手続きに関しては、復職プログラムとして定められた通りに遵守していただく必要があります。手続き方法や詳しい内容については、段階ごとに面接にて説明しますので、主治医にも情報を共有して適宜ご協力を頂いてください。

２　復帰基準について
　復職プログラムは、「職場は働く場所である」といういわば大原則に基づき、構成されています。この大原則に基づけば、職場復帰後は、全体の奉仕者として、通常勤務をする必要があります。そうした観点から、復帰基準は、「以下の業務基準、労務基準、健康基準の三つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれること」としています。

（１）業務基準
・元の職場で以前と同じ職位・業務内容ができるまで回復していること。
・復帰後の業務効率・質・量等が職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。
・業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
（２）労務基準
・（１）の職務において週５日定時勤務で、服務規定通り働けるまで回復していること。
・本疾患以外の特別な事情であると職員課が判断した場合を除き、時間どおり出勤して、決められた仕事ができること。遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できること。
・残業配慮は当初２ヶ月のみとし，それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰の延期が必要と判断する（当初１ヶ月は、産業医学的観点から無しとし、引き続く１ヶ月間は上司による段階的負荷の配慮）。

（３）健康基準
・仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられること。
・健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていること。



３　復職プログラムにおける療養の全体像

	
	概要
	手続き

	第一段階
	療養専念期
	・休養最優先とし、主治医の指示に従う。
・手続きに関しては職員課の指示に従う。
①初期
服薬と十分な休養で気持ちを落ち着ける。
②中期
生活リズムを整える。
③安定期
生活リズムを登庁時に戻す。
	・職員課から第一段階の説明を受ける。
・療養（延長）申請（主治医診断書を添付）の提出
・療養状況報告書の提出（週１回）
※締め切りを守って4週以上連続して職員課へ送付でき、かつ「復帰準備期への移行を希望します」の欄にチェックをつけた報告をもって、復帰準備期へ進む意思があると判断する。

	第二段階
	復帰準備期
	・復帰基準を満たせるよう、復帰に向けた準備に取り組む。
①初期の例
図書館などにて勤務訓練する。業務に必要な判断力・集中力を取り戻す。苦手なことでも（必要ならば）できるようにする。予防対策の検討を開始する。
②中期の例
時間及び負荷を徐々に増やしつつ、勤務訓練を継続する。ストレス要因への具体的対策の検討をする。
③後期の例
所定労働時間・日数において、勤務時と同等負荷の勤務訓練に取り組む。再発予防や再発の早期発見方法を実践できる水準にする。
④復帰判定予備面接の実施
復帰判定事前面接を実施し、復帰基準を満たせることを職員自ら説明する。職員課による予備的判断において復帰可能と判断できる場合に、第三段階へ進む。
	・職員課から第二段階の説明をうける。
・（必要に応じて）療養（延長）申請
・復帰準備状況報告書の提出（週１回）
※報告内容は、業務負荷の記述をより意識
・復帰準備が完了しつつあると、職員課との共通認識ができた時点で、復帰準備完了確認シートの提出を指示する
・職員課担当者との復帰判定事前面接を実施し、復帰基準を満たせることを職員自ら説明し、職員課による予備的判断において復帰可能と判断できる場合に、第三段階へ進む。

	第三段階
	復帰検討期
	・復帰を慎重に判断する。
・復帰準備を継続して実施。
・主治医意見の確認。
・復帰審査の実施（産業医面接/上司同席による復帰確認面接等）。
	・復帰申請（主治医意見書を添付）の提出
・復帰準備状況報告書の提出（週1回）

	第四段階
	復帰支援期
	・勤務の再開（復職発令）
・業務評価表を毎日作成して上司に提出
・配慮勤務期間の終了にともない通常勤務
※回復不十分の場合には再療養
	・上司、職員課によるフォロー面接の実施
・業務、労務に関する記録を提出

	復帰支援期終了後は、通常勤務



＊各段階をステップアップしていくところでも、それぞれの段階に応じた判断基準があり、基準をクリアしなければ、次の段階へ進むことはできません。
＊本日説明した手続きを適切に進めることなく、これらの段階を飛び越えて、復帰の検討をすることはできません。
＊第二段階において、復帰準備が完了しつつあるという職員課との共通認識を確認したのちに、第三段階において、所定の様式で復帰に関する主治医意見を確認します。復帰の検討を行う段階にないタイミングで自由記述の主治医診断書等を提出されても、手続き上対応いたしかねます。

４　第一段階：療養専念期について

（１）療養専念期の説明
・主治医の先生の指示に従い、服薬と休養を優先する時期です。
・主治医の先生にも、本説明書を見せて、共有しながら療養を進めて下さい。
・第二段階に進む前までには、ご本人にも本説明書の内容を確認してもらってください。どの段階で見せて良いか迷う場合には、主治医の先生と相談して決めて下さい。
・この段階は、まだ復帰検討できる段階ではありません。次の復帰準備期の後半にて具体的な復帰検討をしますので、焦る必要はありません。
・療養に専念するために、職務専念義務を免除されていることを自覚した上で、療養中であっても、職員として適切な行動をとるよう注意してください。

（２）療養場所について
・一人暮らしをしている場合には、市としては原則としてご家族のもとでの療養を推奨します。
・特に療養の初期にあっては、日常生活の支援も望ましいという理由もありますが、市としては療養期間中の安否確認を業務として実施することができかねる点もあります。
・それゆえ、ご家族の判断において、一人暮らしでの療養を許容する場合には、上記の点について十分ご検討をお願いします（主治医の先生にご相談されることをお勧めします）。

（３）療養専念期における事務手続き

＊手続きが滞った場合には、休職の発令等を維持できない場合があります。自身での手続きが難しい場合には、ご家族に支援いただいても構わないので、適切な手続きを行うようにしてください。

1 療養申請書
・職務専念義務を免除するために必要な書類です。
・診断名と、おおよその療養期間が記載されている診断書を添付して、提出してください。
・療養経過が良好で、各段階を適切に進んだ場合には、申請書や診断書に記載の療養期間を繰りあげて、復帰を検討することは可能です。初回の診断書は、その後の手続きの煩雑さを避けるために、必要十分と思われる期間（3ヶ月程度など）を記入いただくようお願いしても構いません。
・療養期限を延長する場合には、必ず事務手続きの期限までに新たな申請書を提出してください。期限までに事務手続きが完了できない場合、無届欠勤の取り扱いをせざるをえないことがあります。手続きに時間がかかることもありますので、余裕を持った提出を心がけてください。

2 療養状況報告書（週1回）
・療養期間中（有給事後消化、病気休暇、病気休職等の勤怠上の状態を問わず）は、本様式にて、毎週、療養状況の報告をしてください。
・毎週月曜日から金曜日の状況を記載し、翌月曜日には到達するように投函してください。
・落ち着いて療養に専念するために、報告を「免除」した方が望ましい場合（特に療養初期において）は、様式冒頭のチェック欄にその旨をチェックした上で、記載は省略して送付してください。
・また報告書の提出そのものが負担になる場合には、ご家族に記入、送付を手伝ってもらって構いません。
・本様式は、休職発令の維持の根拠ともいうべき、復職意思の表明として重要な書類であると位置付けています。提出を欠く場合には、休職発令を取り消すことも検討せざるを得ません。そのため報告書の記載が難しい場合であっても、提出だけは欠かさないようにしてください。
・本様式を４週連続、期日を守って内容を伴って提出できれば、次の復帰準備期へ移行できる状態にあると判断します（目安としては、生活リズムが整い、日常生活を滞りなく行える状態）。
・復帰準備期に進むことを希望する場合には、療養状況報告書末尾にある「復帰準備期への移行を希望します」というチェック欄にチェックを入れて提出してください。

3 復帰準備説明
・復帰準備期へ移行する際には、復帰準備期に関する説明のため、改めてご家族同席のもとで面接を実施します。


療養（延長）申請書

所属部署：
職員氏名：　　　　　　　　　　 印
						
申請日：　　　　　年　　　月　　　日

以下のとおり，療養（療養の延長）を申請します。

	療養見込み期間
	初回申請時　　　　年　　　月　　　日から 　およそ　　　　　ヵ月間

2回目以降（申請する療養期間の最終日）　　　年　　　月　　　日まで

	
	

	
	

	療養事由
	　

	
	

	
	

	家族の連絡先
	住所
〒
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自宅TEL（　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　携帯TEL（　　　）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　続柄

	
	

	
	

	
	

	連絡の承諾確認
	□確認済み　（家族署名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	上記以外の連絡先
	住所
〒
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自宅TEL（　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　携帯TEL（　　　）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　続柄

	
	

	
	

	
	

	
	

	連絡の承諾確認
	□確認済み

	必要添付書類
	□主治医意見書
主治医を受診し，診断書を添付してください。診断書の様式は自由です。

	
	

	
	


注）連絡先に変更が生じた場合には，速やかに届け出ること


年　　月　　日
診断書受領のご報告

　　　　　　　　病院
　　　　　　　　ｸﾘﾆｯｸ　　　　　　先生　御侍史

　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　

○○市役所　総務部職員課長　　　
○○　○○　　　
Tel                                                 　　

前略
　
　このたびは本市職員につき、療養開始にかかる主治医診断書の発行ありがとうございました。本人からの提出をうけ、療養を開始しております。今後のご加療等大変お世話になります。
　本市職員の円滑な復帰の支援を、先生と協力して実現することができるよう、先生には本市における療養から復帰までの今後のおおまかな流れをあらかじめ知っておいていただければと思い、以下にまとめました。

　本市では、復職プログラムに沿って、療養について以下の三つの段階に分けて職員・ご家族を含む関係者間で共通認識を持つようにしています。

１．療養専念期
　当該期間中は原則として職場から連絡は取らず、落ち着いて療養に専念してもらうようにしています。本市手続き上、週一回の療養報告を提出してもらい、療養状況について確認しますが、療養の妨げとなる恐れがある場合には、ご家族による代理報告も認めています。

２．復帰準備期
　治療が安定し、復帰について考えることができるようになってきたら、一度、本人から職場に連絡していただき、本市所定の様式による定期的な復帰準備報告などの復帰準備を進めることになります。もし、こうした復帰準備そのものが治療の妨げとなるご懸念がある場合には、焦らず療養専念期に戻るよう本人にご指導いただければ幸いです。

３．復帰検討期
　復帰判定の最終手順を進めても差し支えないとの先生のご判断をいただける場合には、下記復帰基準を満たしていることを確認することになります。その際、先生には、下記復帰基準のもとで就業させても差し支えないとご判断いただけるかどうかについて、本市所定の様式にてご意見を頂戴する予定です。

一　業務基準･･･原則的に元職場・元職位・元職務への復帰とし，復帰後の業務効率・質・量等が、職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。復帰後２ヶ月間の遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。当日の休暇申請については、本疾患の増悪を懸念すべき事象と判断する。残業配慮は当初２ヶ月のみとし、それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰を許可しない。
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題が発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。


　なお、詳細等につき、ご説明等が望ましい場合には、人事担当者として、直接のご説明にもあがりますのでお知らせいただけましたら幸いです（当該職員についての個別の情報は一切取り扱いませんのでご安心ください）。
　手順につきましては、当市の復職プログラムを策定する過程で、各関係者の対応を考慮しながら検討してきたものではありますが、何かお気づきの点等ございましたら、ご意見を頂戴出来れば幸いです。

　重ね重ね、本人へのご加療等よろしくお願いいたします。

草々



療養状況報告書

所属部署：						職員氏名：		　　印

報告日：		年	月	日
	□（ご家族代理）療養に専念していますが、まだ報告はできる状態にありませんので、代理で報告します。→以下の記入は不要です

	□（本人）療養に専念していますが、詳細な報告は負担になるかもしれないので、記述は免除をお願いします。→以下の記入は不要です

	□（本人）療養を行っていますので、以下の通り状況を報告します。



	療養状況の報告
※定められた期日通りに報告ができなかった場合、その理由も含めること
	【具体的な療養状況（5W1Hを明確に記載すること）】

	前回報告時よりも改善した点について
	【前回報告日】　　　年　　　月　　　日

	復帰準備の開始についての自身の考え
	１．そろそろ復帰準備を開始したいと考えている
２．１カ月以上は先になると考えている
３．まだ具体的に予定としては考えていない
４．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	療養状況に関する主治医意見
療養状況に関して主治医の先生はどのようにおっしゃっていますか？
	（報告該当期間内に受診がない場合には、その旨を記載すること）





※主治医を変更した場合には速やかに届け出ること。状況によっては療養専念期初期に戻ると判断することがある。



具体的に、復帰準備を進める希望がある場合には、以下にチェックすること。
□以上より、復帰準備期への移行についてご検討をお願いします。

　年　　　月　　日
　　　　　　様
○○市総務部職員課長
○○　○○
[bookmark: _療養状況報告書の受領について][bookmark: _Hlk514767136]療養状況報告書の受領について

○年○○月○○日付「療養状況報告書」について、受領いたしました。現在は療養の第一段階である療養専念期にあると判断しています。
引き続き療養に専念して、無理のない範囲で療養の報告を続けてください。
以上
【参考】
■療養段階の説明
・第一段階（療養専念期）；現在の段階です。主治医指示に従い療養に専念してください。
・第二段階（復帰準備期）；定期的な復帰準備状況報告および就業に向けた復帰準備を段階的に進める段階です。
・第三段階（復帰検討期）；ご家族、人事、上司、主治医、産業医、の各者の復帰に支障なしとの判断を「一つずつ」順番に確認します。
・第四段階（復帰支援期）；有期限の就業上の配慮下にて就業を開始します。

■第一段階（療養専念期）の手続きについて
・療養（延長）申請書提出（必要時、期限1週間前までに提出してください。）
・療養状況報告書の提出（週1回）
・４週連続、内容を伴って期日に守って報告を提出でき、かつ、自身でも復帰準備を開始する意思表明をした時点で、次の復帰準備期への移行を検討します。

■復帰基準
一　業務基準･･･原則的に元職場・元職位・元職務への復帰とし，復帰後の業務効率・質・量等が、職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。復帰後２ヶ月間の遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。当日の休暇申請については、本疾患の増悪を懸念すべき事象と判断する。残業配慮は当初２ヶ月のみとし、それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰を許可しない。
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題の発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。


復帰準備説明書

○○市総務部職員課

１　復帰準備を開始するにあたって
　まずは、療養が安定し、復帰準備を進められるようになって良かったですね。
　ただ、生活リズムが整い、体力面も回復したことで、すぐにでも職場に復帰したいと思われるかもしれませんが、時期尚早の復帰により再度療養が必要になってしまうことは、部署としても、○○さんご自身としても望ましくありません。また、職場に復帰する以上は、復帰基準にもある「業務効率、質、量等が職位相当」であることが求められます。
　そのため、再発の可能性を最小化し、復帰した時点から元通りの勤務ができるように、第二段階である復帰準備期において、しっかりと復帰準備に取り組んでください。

　なお、実際に復帰準備を始めた後に、経過が思わしくない場合には、再び第一段階（療養専念期）に戻っても構いません。ただしその場合は、必ず職員課までその旨を連絡するようにしてください。
　また、第一段階（療養専念期）においては、療養を優先していただくために、療養報告の代理提出や、手続きの期日の猶予などを行ってきました。しかし第二段階からは、復帰準備の一環としても、ご自身で復帰準備の報告や各種手続きを、期日を守ってしっかりと行っていただくことが求められます。復帰準備の報告や、各種手続きを適切な期日を守って行えなかった場合は、病状が再増悪したと判断して、第一段階に戻ったものと見なすことがありますので、十分注意してください。

２　復帰基準について
　復職プログラムは、「職場は働く場所である」といういわば大原則に基づき、構成されています。この大原則に基づけば、職場復帰後は、全体の奉仕者として、通常勤務をする必要があります。そうした観点から、復帰基準は、「以下の業務基準、労務基準、健康基準の三つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれること」としています。

（１）業務基準
・元の職場で以前と同じ職位・業務内容ができるまで回復していること。
・復帰後の業務効率・質・量等が職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示ること。
・業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。

（２）労務基準
・（１）の職務において週５日定時勤務で、服務規定通り働けるまで回復していること。
・本疾患以外の特別な事情であると職員課が判断した場合を除き、時間どおり出勤して、決められた仕事ができること。遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できること。
・残業配慮は当初２ヶ月のみとし，それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰の延期が必要と判断する（当初１ヶ月は、産業医学的観点から無しとし、引き続く１ヶ月間は上司による段階的負荷の配慮）。

（３）健康基準
・仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられること。
・健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていること。

３　復職プログラムにおける療養の全体像

	
	概要
	手続き

	第一段階
	療養専念期
	・休養最優先とし、主治医の指示に従う。
・手続きに関しては職員課の指示に従う。
①初期
服薬と十分な休養で気持ちを落ち着ける。
②中期
生活リズムを整える。
③安定期
　生活リズムを登庁時に戻す。
	・職員課から第一段階の説明を受ける。
・病気休暇（延長）申請（主治医診断書を添付）の提出
・療養状況報告書の提出（週１回）
※締め切りを守って4週以上連続して職員課へ送付でき、かつ「復帰準備期への移行を希望します」の欄にチェックをつけた報告をもって、復帰準備期へ進む意思があると判断する。

	第二段階
	復帰準備期
	・復帰基準を満たせるよう、復帰に向けた準備に取り組む。
①初期の例
図書館などにて勤務訓練する。業務に必要な判断力・集中力を取り戻す。苦手なことでも（必要ならば）できるようにする。予防対策の検討を開始する。
②中期の例
時間及び負荷を徐々に増やしつつ、勤務訓練を継続する。ストレス要因への具体的対策の検討をする。
③後期の例
所定労働時間・日数において、勤務時と同等負荷の勤務訓練に取り組む。再発予防や再発の早期発見方法を実践できる水準にする。
④復帰判定予備面接の実施
復帰判定事前面接を実施し、復帰基準を満たせることを職員自ら説明する。職員課による予備的判断において復帰可能と判断できる場合に、第三段階へ進む。
	・職員課から第二段階の説明をうける。
・（必要に応じて）病気休暇（延長）申請
・復帰準備状況報告書の提出（週１回）
※報告内容は、業務負荷の記述をより意識
・復帰準備が完了しつつあると、職員課との共通認識ができた時点で、復帰準備完了確認シートの提出を指示する


	第三段階
	復帰検討期
	・復帰を慎重に判断する。
・復帰準備を継続して実施。
・主治医意見の確認。
・復帰審査の実施（産業医面接/上司同席による復帰確認面接等）。
	・復帰申請（主治医意見書を添付）の提出
・復帰準備状況報告書の提出（週1回）

	第四段階
	復帰支援期
	・勤務の再開（復職発令）
・業務評価表を毎日作成して上司に提出
・配慮勤務期間の終了にともない通常勤務
※回復不十分の場合には再療養
	・上司、職員課によるフォロー面接の実施
・業務、労務に関する記録を提出

	復帰支援期終了後は、通常勤務



＊各段階をステップアップしていくところでも、それぞれの段階に応じた判断基準があり、基準をクリアしなければ、次の段階へ進むことはできません。
＊手続きを適切に進めることなく、これらの段階を飛び越えて、復帰の検討をすることはできません。
＊復帰準備期にて、復帰準備が完了しつつあるという職員課との共通認識を確認したのちに、復帰判定事前面接を実施し、その後の第三段階において、所定の様式で復帰に関する主治医意見を確認します。復帰の検討を行う段階にないタイミングで自由記述の主治医診断書等を提出されても、手続き上対応いたしかねます。

４　第二段階：復帰準備期について

（１）復帰準備期の説明
・復帰基準を満たすために復帰に向けた準備を行うための期間です。
・復帰基準を満たすために、ご自身で必要だと思う準備を進めて、復帰準備状況報告書にて報告してください。
・復帰準備が進み、基本的には求められる業務遂行が可能であろうと、双方の共通認識が構築できた段階で、復帰準備完了確認シートを提出してもらいます。
・提出された復帰準備完了確認シートの内容を確認したうえで、復帰に向けた次の段階へ進めるかどうかを判断するための復帰判定事前面接の開催を検討します。

（２）復帰準備の内容について
・復帰準備における重要なポイントは、健康を損ねることなく就業可能であることの説明責任が、職員の側にある、という点です。分かりやすく言えば、私傷病が就業の支障にならない程度に回復し、元通り職務を遂行できるようになったことについて、ご自身で説明していただく必要があります。
・提出書類や予備面接での発言を基に、復帰基準を満たして働くことができるかどうかをこちらで判断するので、復帰に向けて主体的に復帰準備に取り組み、その内容を具体的に報告するようにしてください。
・復帰したいという意思や希望だけを、客観的に評価可能な復帰準備内容を示すことなく、ただ繰り返されたとしても、職員課としては、その希望だけを単に汲み上げて復帰に向けて進めることはできません。

＜復帰準備の一例＞
・所定勤務時間相当の集中力を要する復帰準備を、安定継続的に取り組めることを示す。
・療養に至った経緯の振り返りや、それに基づく再発防止策を検討し、その習得に取り組む。習得が完了し、復帰後すぐに実践できることを示す。
・自身の課題克服のために、必要な対策に取り組み、課題を克服したことを示す。

（３）復帰準備期における事務手続き
＊手続きが滞った場合や、指示を適切に守ることができない場合には、病状が再増悪したと判断して、療養専念期に戻ったとみなすことがあります。期日を守ることを心がけてください。

4 療養（延長）申請書
・療養期限を延長する場合には、必ず前回の申請期限の1週間前までに新たに療養申請書を提出してください（手続きに時間がかかることもありますので、余裕を持った提出を心がけてください）。
・期限までに事務手続きが完了できない場合、無届欠勤の取り扱いをせざるをえないことがありますので、注意してください。復帰準備という観点からも、こうした手続きを適切に行うことが重要です。
・療養経過が良好で、各段階を適切に進んだ場合には、申請書や診断書に記載の療養期間を繰りあげて、復帰を検討することは可能です。

5 復帰準備状況報告書（週1回）
・引き続き、週１回、復帰準備の状況を報告してください。
・毎週月曜日から金曜日の状況を記載し、翌月曜日には到達するように投函してください。
・報告内容は、その週に実施した復帰準備を具体的に記載してください。
・職員課では、「復帰準備状況報告書」の内容を基に、復帰準備が進んでいるかどうか、復帰基準を満たしているかどうかを判断していきます。復帰準備が進んでいることや、復帰基準を満たせる状態に近づいていることを、分かりやすく具体的な内容を記載するようにしてください（記載が十分ではない場合、復帰準備が進んでいるとは判断できないことがあります）。
・復帰準備期以降は、職員課から復帰準備の内容に関するフィードバックを受領書に記載します。毎週のフィードバックを確認して、復帰準備の内容を検討する際に参考にしてください。

6 復帰準備完了確認シート
[bookmark: _Hlk65847736]・復帰準備が進み、基本的には求められる業務遂行が可能であろうと、双方の共通認識が構築できた段階で、復帰準備完了確認シートの提出を指示します。
・指示されたのちに、復帰準備完了確認シートを作成し、復帰準備状況報告書と一緒に提出してください。
・提出された復帰準備完了確認シートの内容を踏まえて、復帰判定事前面接の開催を検討します。

7 復帰判定事前面接
・復帰検討期へ移行できるかどうか判断するための面接です。
・面接では復帰準備が完了していることを、ご自身で説明していただきます。
・職員課は、復帰準備が完了しているか、それともまだ完了しているとまでは言えないか、という基準で判断します。
・復帰判定事前面接で、復帰準備が完了していると判断された場合には、第三段階の復帰検討期へと移行します。

５　第三段階：復帰検討期について

（１）復帰検討期の説明
・復帰可能な程度にまで回復しているかどうか、慎重に判断する時期です。
・引き続き、より業務を意識した復帰準備を継続しながら、復帰のための具体的な手続きを進めます。
・職場で行える配慮は一定期間の一定基準の配慮のみです。無理をせず着実な復帰を目指しましょう。
・復帰検討を開始してから実際の復帰まで、通常1ヶ月程度を要します。
・具体的な復帰日の決定に際しては、復帰準備期の後期から計画的に時期を想定しながら進めていきます。具体的には、月曜日が祝日である週の前週の水曜日からの復帰などを想定しています。

（２）復帰判定手順
1 復帰申請書提出
・所定の主治医意見書を添付した上で、復帰申請書を提出してください。
・主治医意見書は、様式の自己記入欄を記入の上、依頼文を添えて主治医に意見書記入を依頼してください。
・主治医意見書の記載が、復帰について懸念があるという場合には、復帰は延期すべきだと判断します。

2 復帰判定面接
・所属長も出席の上で、最終的な復帰可否を判断するための面接を実施します。
・職場で行いうる一定期間の一定基準の配慮でも、復帰後安定継続的な通常勤務が可能かどうか判断します。
・復帰可能の場合にも、念のため健康状態の再増悪に対して早期の対処をするための要件（ストップ要件）を設定します。

＊復帰後の配慮内容
　ア　時間外労働の免除
・復帰後１ヶ月間は産業医学的観点から時間外労働をゼロとします。
・２ヶ月目からは徐々に時間外労働を命じ、３ヶ月目からは他の職員と同水準とします。
・ただし災害対応など、特別な事情が生じた場合には、時間外労働を命じることがあります。

　イ　通院への配慮
・復帰後1ヶ月間は、通院のため休暇を取得する際に、業務の引き継ぎを免除します（上司が対応します。
・２ヶ月目からは自身で適切に引き継ぎ等をするようにしてください。

　ウ　その他
・配慮期間の延長は行いません。延長が必要な場合は、通常勤務ができていないということであり、再療養が必要だと判断します。
・職位相当の職務において、職位相当の質と効率の勤務を求め、他の質的軽減は行いません。

＊ストップ要件
　　復帰後、原疾患に起因することが否定できない遅刻・早退・欠勤、および当日連絡による休暇取得の申し出、あるいは上司の通常の労務管理での指揮命令が困難であると判断されるケースが、任意の1ヶ月間に合わせて３回以上あった場合は、速やかに再療養を命じます。
　　復帰後、業務効率・質・量等が、職位相当８割を下回る場合についても、復帰判定時点における職務遂行能力の回復が不十分であり、ひいては病状の回復についても、再療養を命じるに足るだけの合理的疑念が払拭できないものとして、再療養を命じます。

＊２回まではストップ要件に該当するような事象があっても良いということではないので注意してください。
＊１回目があった時点で、療養の要否を判断するためのご家族同席の面接を実施します。

3 復職発令
・復帰判定面接の結果を踏まえて、正式な復職を発令します。
・第４段階の復帰支援期へと移行します。

６　第４段階：復帰支援期
・職場復帰後は、業務評価、労務評価、健康評価の三つの観点から評価を実施します。
・業務評価については、毎日業務評価表を記入し、所属長等に提出してください。業務の質×達成度が80％を下回る場合には、復帰基準を満たせていないと判断し、復職を取り消します。
・労務評価については、所属長が労務評価票を用いて行います。
・健康評価については、健康上の問題が生じた際に、面接にて確認します。
・職務遂行上の問題が発生している場合には、ご家族同席の上で、勤務継続について判断する面接を実施する可能性があります。また、評価期間中に復帰基準を下回る場合には、安全配慮の観点から再療養を検討し、体調回復を優先します。

＜手続き・提出書類等＞
業務評価用紙を毎日記入し、所属長等に提出し、業務の難易度および達成度を確認します。


復帰準備状況報告書

所属部署：						職員氏名：		　　印

報告日：		年	月	日
	□（本人）復帰準備を行っていますので、以下の通り状況を報告します。

	□（本人）病状の再増悪により、療養専念期へ戻ることを希望します。→以下の記入は不要です



	復帰準備状況の報告
※定められた期日通りに報告ができなかった場合、その理由も含めること
	【具体的な復帰準備状況（5W1Hを明確に記載すること）】

	前回報告時よりも改善した点について
	【前回報告日】　　　年　　　月　　　日

	復帰時期についての自身の考え
	１．そろそろ復帰したいと考えている
２．１カ月以上は先になると考えている
３．まだ具体的に予定としては考えていない
４．その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	上記で１．を選択した場合、その理由
	【復帰準備がほぼ完了しつつあることの説明】



	復帰に関する主治医意見
復帰に関して主治医の先生はどのようにおっしゃっていますか？
	（報告該当期間内に受診がない場合には、その旨を記載すること）






※主治医を変更した場合には速やかに届け出ること。状況によっては療養専念期に戻ると判断することがある。



具体的に、復帰検討を進める希望がある場合には、以下にチェックすること。
□以上より、復帰検討期への移行についてご検討をお願いします。

　年　　　月　　日
　　　　　　様
○○市総務部職員課長
○○　○○
[bookmark: _復帰準備状況報告書の受領について]復帰準備状況報告書の受領について

　○月○日付の「復帰準備状況報告書」について、受領いたしました。現在は復帰準備期にあると判断しています。
　復帰準備として〜〜に取り組んでいることを確認しました。復帰に向けて、徐々に復帰準備の取り組み時間を延ばしたり、負荷を上げていくことができれば、なお良いと考えます。
　引き続き、復帰基準を満たすために、ご自身で必要と思われる復帰準備に取り組み、その内容を具体的な報告をするようにしてください。
以上
■療養段階の説明
・第一段階（療養専念期）；主治医指示に従い療養に専念してください。
・第二段階（復帰準備期）；現在の段階です。定期的な復帰準備状況報告および就業に向けた復帰準備を段階的に進めてください。
・第三段階（復帰検討期）；ご家族、人事、上司、主治医、産業医、の各者の復帰に支障なしとの判断を「一つずつ」順番に確認します。
・第四段階（復帰支援期）；有期限の就業上の配慮下にて就業を開始します。

■第二段階（復帰準備期）の手続きについて
・療養（延長）申請書提出（必要時、期限1週間前までに提出してください。）
・復帰準備状況報告書の提出（週1回）
※報告内容は、業務遂行をイメージして具体的な記述を意識してください。
・第三段階（復帰検討期）に進むことを希望する際には、復帰時期に関する自身の考えで１に丸をつけた上で、報告書下部の「復帰検討期への移行についてご検討をお願いします」にチェックをつけて提出してください。
・復帰判定予備面接を実施し、復帰基準を満たして復帰可能であることの根拠を説明してもらいます。第三段階（復帰検討期）へ進んでも問題ない（合格）となった場合に、第三段階（復帰検討期）へ進むことができます。


■復帰基準
一　業務基準･･･原則的に元職場・元職位・元職務への復帰とし，復帰後の業務効率・質・量等が、職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。復帰後２ヶ月間の遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。当日の休暇申請については、本疾患の増悪を懸念すべき事象と判断する。残業配慮は当初２ヶ月のみとし、それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰を許可しない。
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題の発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。


復帰準備完了確認シート

所属部署：	　　　　　	氏名：				記入日：		　　	

	0.前提（はい、または、いいえに１つだけ〇をつける）

	1．復帰検討の段階へ進む主体的な意思はありますか？　　            　　　はい　・　いいえ
2．復帰検討の段階へ進む事について、主治医は同意していますか？　　はい　・　いいえ

	3．職場で復帰検討に関する説明を受けることが可能ですか？　       　　はい　・　いいえ
説明希望日	第一希望： 　　　　　　　　　（　　　　　　　年　　　　月　　　　日）
	第二希望：　　　　　　　　　 （　　　　　　　年　　　　月　　　　日）



以下、チェックシートです。正直に回答する事で、就業を検討できる状態かどうかを確認します。
（職場に提出する書類であることを鑑み、修正等はビジネスの基本に習って適切に行うこと）
	Ⅰ.基本的な生活状況（あてはまる番号に1つだけ〇をつける）

	(1) 起床時間
1． 予定した時刻に起きられない事が、週に2回以上ある
2． 始業時刻に間に合うように起きられない事が、週に1回程度ある
3． 就業規則に定められた始業時間に間に合うように自分で決めた起床時刻通りに起きることができる

	(2) 生活リズムおよび必要性の理解
1． 起床・就寝時刻、食事時刻・回数等の生活リズムが安定しない状態である
2． 生活リズムは規則的とまでは言えないが、自分なりの生活リズムなので特に問題としては捉えていない
3． 安定継続的な就業を実現するうえで、生活リズムが重要であることを理解し、規則正しい生活を心がけ、実践できている

	(3) 戸外での活動、体力
1． 毎日2時間くらいは外出することができる
2． 毎日半日くらいは外出することができる
3． 毎日朝から夕方まで外出し、行動することができる（毎日問題なく所定労働時間の労務提供を行うに足る体力がある）



	Ⅱ.基本的な症状（あてはまる番号に1つだけ〇をつける）

	(1) 心身の症状による日常生活への支障
1． イライラ、やる気のなさ、頭痛、疲労感等により日常生活に支障が出ることがある
2． イライラ、やる気のなさ、頭痛、疲労感等が時に見られるが、日常生活への支障はない
3． イライラ、やる気のなさ、頭痛、疲労感等はなく、就業に支障を来すような症状はない

	(2) 睡眠・眠気
1． 日中、頻繁に眠気や疲労感があり、ごくまれであれ、昼寝を要することがある
2． 日中、眠気はあるが、日常生活への影響は少ない
3． 日中、眠気はなく、またあったとしても就業に支障を来すようなことはない自信がある

	(3) 興味・関心
1． もともと興味・関心があったことの全部ではないが、一部に興味・関心を持っている
2． もともと興味・関心があったことに、ほぼ興味・関心を持つか、それ以外の事柄に興味・関心を持っている
3． もともと興味・関心があったことに加えて、それ以外の事柄にも興味・関心を持っている

	(4) 社会性、他人（近所の人や知人）との交流
1． 話しかけられれば返事をするが、自分から話しかけることはない
2． 自分から話しかけるが、相手は既に知っている人に限られる
3． 初対面の人でも、必要な時は自分から話しかけることができる

	(5) 再発防止への心構え
1． 再発防止について自発的に考えることはないが、主治医や家族と話してアドバイスは受け入れる
2． 再発防止について自発的に考え、主治医や家族とよく話してアドバイスも受け入れる。自己判断で薬を中断することもない
3． 再発防止について自分の性格や仕事のやり方を振り返り、具体的な対策を主治医や家族と積極的に話し合っている

	(6) 悲観的な考え
1． 死にたい気持ちがあり、自殺について具体的に考えることがある
2． 普段は死にたいと思わないが、頭のすみに自殺についての考えが残っている
3． 死は解決にならないので自殺について考えることはなく、今後そんな考えが浮かんだら速やかに専門家に相談する



	Ⅲ.仕事に関係すること（あてはまる番号に1つだけ〇をつける）

	(1) 職場人間関係への準備、対人交流
1． 上司や同僚に話しかけられれば返事はできるが、自ら話しかけることに抵抗がある
2． 上司や同僚に自ら話しかけることはできるが、相手は特定の人に限られる
3． 上司や同僚の「誰に対しても」、対面・非対面のコンタクトに抵抗はなく、仕事の話に齟齬を来すことがないように努める

	(2) 業務への準備
1． 仕事に戻るため、体力づくりや通勤練習をしているが、業務遂行に関する準備は具体的にしていない
2． 仕事に戻るため、業務に関する情報収集や、作業能力向上のための具体的な準備をしている
3． 仕事に戻るための業務に関する情報や作業能力の準備が完了し、体力面もふくめ、すぐにでも仕事が開始できる

	(3) 集中力
1． 物事に対して、集中力低下や途切れがあり、最後までやり遂げることができない
2． 物事に対して、集中力低下や途切れがあるが、最後まで行うことができる
3． 物事に対して、集中力低下や途切れはなく、継続して最後まで行うことができる

	(4) 職場に外部からかかってきた電話への対応
1． 誰からかかってきたかわからないので、取ることができないと思う
2． なるべく取りたくないが、誰もでなかったらしぶしぶ出ると思う
3． 3回程度のコールで自然に取ることができる自信がある

	(5) 役割行動
1． 自分の役割の認識が難しく、同僚や上司の指摘・助言・指導があっても、何をしたらよいのかわからないかもしれない
2． 自分の役割は認識でき、同僚や上司の指摘・助言・指導があれば、必要な行動がとれる
3． 自分の役割を自ら適切に認識でき、自発的にそれに応じた行動がとれる

	(6) 対処行動
1． 問題が発生した時に自分だけで対応できず、上司や同僚に助言・指導を求めることもできず、問題が解決できない
2． 問題が発生した時、上司や同僚に助言・指導を求めることはできるが、問題を解決することができないことがある
3． 問題が発生した時に自己努力をしたうえで、上司や同僚に助言・指導を求め、問題を解決することができる自信がある

	(7) 適切な自己主張
1． 依頼されたことに対して、自分の考えや気持ちは表現できないが断ることはできる
2． 依頼されたことに対して、自発的に自分の考えや気持ちは表現できるが、相手との関係性を考慮できない
3． 依頼されたことに対して、相手との関係性を損なうことなく、自発的に自分の考えや気持ちを表現しながら断ることができる

	(8) 不快な行為に対する対処
1． 自分に対して不快な行為をされなくても、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなどの行為をしてしまう
2． 自分が不快な行為を受けなければ、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなど、相手に不快な事はしない
3． 自分が不快な行為を受けても、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなど、相手に不快な事はしない自信がある

	(9) 注意や指摘への反応
1． 上司や同僚からの注意や指摘を理解できるが、内省も行動変容もできない
2． 上司や同僚からの注意や指摘を理解して内省できるが、行動変容まではできない
3． 上司や同僚からの注意や指摘を理解して内省し、行動変容ができる

	(10) 業務遂行力
1． 以前の仕事に戻るとして、職場から求められる水準の6割程度は達成できると思う
2． 以前の仕事に戻るとして、職場から求められる水準の8割程度は達成できると思う
3． 以前の仕事に戻り、職場から求められる水準を達成できる



	Ⅳ.自己管理のこと（あてはまる番号に1つだけ〇をつける）

	(1) 職場や上司・同僚への感情のコントロール
1． 「職場や上司・同僚のせい」という思いがあり、思い出すと時々気持ちが不安定になる
2． 「職場や上司・同僚のせい」という思いがあるが、他人の意見を聞いたりして自分を振り返ることができる
3． 「職場や上司・同僚のせい」という思いはないが、あったとしても自分で自分を振り返り気持ちを安定することができる
4． 「職場や上司・同僚のせい」という思いはない

	(2) ルールや秩序の遵守、協調性
1． 調子が悪い時に、遅刻をしたり、職場ルール、仕事の約束を守れず迷惑をかける事は、病気なら仕方がないと思う
2． 遅刻をしたり、職場ルール及び仕事の約束を守れず迷惑をかけることがあるかもしれないが、ないように努力する
3． 集団の課題を理解して業務を行い、ルールを遵守して自分勝手な行動はしないが、時々周囲に合わせることができない
4． 今後は、常に集団の課題を理解して業務を行い、ルールを遵守して自分勝手な行動はしない自信がある

	(3) 服薬
1． 復帰後は、（自己判断で）できるだけ早く服薬は止めたいと思っている
2． 主治医及び家族等に言われて、服薬をしぶしぶ継続すると思う
3． 飲み忘れが月に数回あるが、薬を飲むことの重要性は認識している
4． 服薬を継続することの必要性を理解しており、復帰後も飲み忘れることもほとんどない自信がある

	(4) 通院
1． 復帰したら、（自己判断で）できるだけ病院には行きたくない
2． 復帰後も、家族等にうながされて、しぶしぶ受診するだろう
3． 復帰後も、自分から受診するが、主治医とあまりよく相談できるかわからない
4． 復帰後も、定期的に受診し、必要なときには臨時で受診し、相談するつもりである。


出典：「厚生労働科学研究　標準化リワーク評価シート」改変（大幅改変）

【復帰準備期】での質問はこれで終わりです。報告書と合わせて提出してください。


【以下、職員課使用欄】
□質問の回答で、１、２に複数の〇がつく場合→もうしばらく復帰準備を継続する必要があります。
□全ての質問の回答で最上位に〇がつき、報告書の内容と齟齬がない場合→予備面接を実施できる状態です。
　年　　　月　　日
　　　　　　様
○○市総務部職員課長
○○　○○
復帰準備状況報告書の受領について

　○月○日付の「復帰準備状況報告書」について、受領いたしました。現在は復帰検討期にあると判断しています。
　職場復帰に向けて、面接で説明した手続きを進めるとともに、万全の状態で復帰できるよう、復帰までの間は引き続き、復帰準備に取り組み、その内容を具体的な報告をするようにしてください。
以上
■療養段階の説明
・第一段階（療養専念期）；主治医指示に従い療養に専念してください。
・第二段階（復帰準備期）；現在の段階です。定期的な復帰準備状況報告および就業に向けた復帰準備を段階的に進めてください。
・第三段階（復帰検討期）；ご家族、人事、上司、主治医、産業医、の各者の復帰に支障なしとの判断を「一つずつ」順番に確認します。
・第四段階（復帰支援期）；有期限の就業上の配慮下にて就業を開始します。

■第三段階（復帰検討期）の手続きについて
・主治医意見書の様式にて、主治医の復帰可能という意見を取得し、復帰申請書に添付して提出してください。
・復帰準備状況報告書の提出（週1回）
※報告内容は、より業務に近い記述を意識してください。
・主治医および産業医の意見を確認した後、復帰判定面接を実施します。

■復帰基準
一　業務基準･･･原則的に元職場・元職位・元職務への復帰とし，復帰後の業務効率・質・量等が、職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。復帰後２ヶ月間の遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。当日の休暇申請については、本疾患の増悪を懸念すべき事象と判断する。残業配慮は当初２ヶ月のみとし、それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰を許可しない。
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題の発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。
復帰申請書

所属部署：
職員氏名：　　　　　　　　　　 印
						
申請日：　　　　　年　　　月　　　日

	申請要件
	　
	復帰準備完了シートに記載したとおり、復帰の準備が整いました。

	
	　
	今後の復帰検討の手順について説明を受け、理解しました。

	
	　
	復帰後、現職にて職位相当最低8割以上業務遂行し、2ヶ月以内に1ヶ月平均10割に達することを示します。

	
	　
	復帰後、遅刻・早退・欠勤等はしません。

	
	　
	復帰後、配慮期間内については定められた頻度で業務記録表を用いて毎日報告します。

	
	　
	復帰後、療養が不十分であった可能性がある場合には、職員課の指示に従い、再度療養に専念します。

	
	【申請理由】

	
	

	
	

	
	



以上より、復帰検討をお願いします。						

	家族の
連絡先
	住所
〒
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL（　　　）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　続柄

	
	

	
	

	
	

	上記以外の連絡先
	住所
〒
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL（　　　）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　続柄

	
	

	
	

	
	





									年　　月　　日
ご担当医先生
○○市総務部職員課

主治医意見書の記入のお願いについて(依頼）

拝啓　平素は格別のご厚誼にあずかり、厚く御礼申し上げます。
　この度、○○市職員である　　　　　　　が病気療養からの復帰を希望しております。
　本市では、復帰判定の一資料として、「主治医意見書」の提出を義務付けております。つきましては、別紙意見書への記載をお願い致します。
　なお、本市の復帰判定基準は下記のとおりです。職能給制度を中心とした人事制度に基づく復帰ですので、業務の質的軽減等の措置は行わず、残業配慮等の措置も最長２ヵ月（原則）となります。
　ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、よろしくお願い申し上げます。
敬具

記

【復帰判定基準】	
一　業務基準･･･原則的に元職場・元職位・元職務への復帰とし，復帰後の業務効率・質・量等が、職位相当であり、２ヶ月以内に職位相当であることを実際に示せること。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。復帰後２ヶ月間の遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。当日の休暇申請については、本疾患の増悪を懸念すべき事象と判断する。産業医学的観点からの残業配慮は当初１ヶ月のみとし、復帰後２ヶ月目からは、上司による労務管理的観点からの段階的負荷の配慮を行う。それ以上の配慮の必要性が見込まれる場合は復帰を許可しない。								
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題が発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。

　尚、復帰後２ヶ月は状態評価期間とし、職員課が作成するプログラムによる評価を行うが、状態が復帰基準に満たない（あるいは不安定）と職員課が判断した場合には、再療養とする。

以上


主治医意見書（復帰時）
	本人記入欄（情報提供了承サイン）　※主治医の先生にお渡しする前に記入すること

	職員氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	復帰について
	復帰の希望がありますか？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はい　・　いいえ）

	
	元の職場・職位レベル相当の仕事の質・量・効率で働く意思はありますか？　（はい　・　いいえ）
（職位レベル相当とは、職位に対して10割の業務水準を示す）

	
	健康上の理由で遅刻・早退等勤怠上の問題を生じない自信がありますか？　　（はい　・　いいえ）
（当日連絡の休暇申請など、同僚に過度の負担のかかる懸念のあるような休暇申請をしないことを含む）



	職員課記入欄（職務内容、職位およびその具体的期待内容に関する記載

	職務内容：　　　　職名：



	復帰等に関する主治医意見記入欄

	総合的意見
	□復帰判定基準に基づき復帰可能と考える　　　　復帰可能年月日：　　　年　　月　　日　

	
	□療養の継続が望ましい

	*上記の総合的意見と下記の個別の評価について，不整合があると判断される場合については，再度確認できるまでの間については，原則として復帰判定を保留にするものとします。

	回復レベル
	□軽快（病前８割以上）□改善傾向（病前８割未満）□症状固定回復見込み不明（　　　割程度）

	心身の状態
	業務に影響を与える症状および薬の副作用　　　　□なし　　□あり
＊「あり」の場合，業務上に必要な配慮内容をご記入ください。なお，この場合に配慮可能な内容は，あくまでも業務の一部に関するものであり，配慮しても職位相当１０割の労務提供が可能であることを条件とします（主要業務に関して多大な配慮が必要となるものを除きます）




	復帰基準
	1．本人の復帰希望と自信	
	□医学的に適切　　　□医学的に不適切

	
	2．本人の治療へのコンプライアンス*
	□問題なし　　　　　□懸念あり

	
	3．自傷の恐れ
	□なし　　　　　　　□あり

	
	4．週5日定時勤務
	□可能　　　　　　　□不可能の可能性あり

	
	5．2ヶ月以内の残業制限解除
	□可能　　　　　　　□不可能の可能性あり

	
	6．通常勤務6ヶ月間以上の継続
	□継続可能　　　　　□継続不可能の可能性あり

	上記の通り証明致します。

　　　　年    　月　    日　　　　　　　　　　　医療機関所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師氏名      　　　　　　　　　　　　　　　                       印


*コンプライアンスとは、主治医の先生の指示に忠実に従うことを意味します。
業務記録表　　　月第　　週
	曜日
	日付
	就業時間
	業務予定
	難易度
（％）
	実施事項
	達成度
（％）
	未達成理由
	体調等
（問題あり／なし）
	確認者
	確認者・特記事項

	
	
	開始
	終了
	時間
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	火
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	水
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	木
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	上記、期間内における上司からのフィードバック、業務上の指導等のなかに、通常の労務管理とは言い難いのではないかと考えるような点はありましたか？
□無かった　　　　　　　　　□あった（→職員課によるヒアリングの後、問題点は解消すること）


*難易度は、職位相当の何％程度に該当するかを記入してください。
所属長は、「難易度×達成度」から勘案して、職位相当8割以上であり、2カ月以内に10割を実施可能であることを示すという観点から指導・評価をしてください。

労務評価表

対象職員氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　記入者：　　　　　　　　　　　　　　　　記入日：　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	以下、現在観察される状態にチェックをお願いします。（各項目、当てはまるものに1つだけ）

	(1) 眠気・疲労
□眠気・疲労は全く観察されない。
□まれに眠気・疲労が観察されるが、業務への影響は見られない。
□眠気・疲労による業務への影響や、同僚等周囲への影響が見られることがある。

	(2) 集中力
□集中力低下や途切れ、あるいは離席等の作業の滞りは全く観察されない。
□まれに集中力低下や途切れ、離席等の作業の滞りが観察されるが、業務への影響は見られない。
□集中力低下や途切れ、離席等の作業の滞りによる業務への影響や、同僚等周囲への影響が見られることがある。

	(3) 対人交流
□上司や同僚の誰に対しても、話しかけ、会話をもつことができる。
□上司や同僚に自ら話しかけるが、相手は特定の人に限定される。
□上司や同僚に話しかけられれば返事をするが、自ら話しかけることはない。

	(4) 協調性
□常に、集団の課題を理解して業務を行い、ルールを遵守して自分勝手な行動はしない。
□通常、集団の課題を理解して業務を行い、ルールを遵守して自分勝手な行動はしないが、ときに協調性がとれない。
□上司や同僚が助言・指導すれば、集団の課題を理解して業務を行い、ルールを遵守して自分勝手な行動はしない。

	(5) 適切な自己主張
□自発的に自分の考えや気持ちを表現し、また適切に断ることもでき、相手との関係性を損なうことはない。
□自発的に自分の考えや気持ちを表現することはできるが、相手との関係性を損なう場合がある。
□断れるが、自分の考えや気持ちを表現できない。

	(6) 不快な行為
□自分が不快な行為を受けても、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなど、相手に不快な事はしない。
□自分が不快な行為を受けなければ、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなど、相手に不快な事はしない。
□自分が不快な行為を受けなくても、攻撃的な自己主張、強い非難、長々と話すなど、相手に不快な事をすることがある。

	(7) 役割行動
□自発的に自分の役割を認識でき、それに応じた行動が取れる。
□同僚や上司が、指摘・助言・指導を行えば、自分の役割を認識でき、それに応じた行動がとれる。
□同僚や上司が、指摘・助言・指導を行っても、自分の役割を認識できず、それに応じた行動もとれない。

	(8) 対処行動
□自己努力をした上で上司や同僚に助言や指導を求め、常に問題状況に対して対処できる。
□自己努力をした上で上司や同僚に助言や指導を求めることがきるが、対処できるはずの問題に対処できないことがある。
□自己努力ができないか、上司や同僚に上限指導を求めることが出来ず、対処できるはずの問題に十分対処できない。

	(9) 注意や指摘への反応
□上司や同僚からの注意や指摘を理解して内省し、行動変容ができる。
□上司や同僚からの注意や指摘を理解しようとする態度を示すが、行動変容まではできない。
□上司や同僚からの注意や指摘を理解しようとする態度を示すが、内省することはない。

	(10) 上記以外に、上司としての労務管理の観点から見た場合に、「誠実に業務を遂行しようとしている」という前提からは理解に苦しむような言動がありましたか？
□無かった
□あった（→職員課によるヒアリングの後、問題点は必ず解消してください）


出典：「厚生労働科学研究　標準化リワーク評価シート」改変

									年　　月　　日
ご担当医先生
○○市総務部職員課

[bookmark: _主治医意見書の記入のお願いについて(依頼）（就業継続時）]主治医意見書の記入のお願いについて(依頼）（就業継続時）

拝啓　平素は格別のご厚誼にあずかり、厚く御礼申し上げます。
　この度、○○市職員である　　　　　　　上司による配慮下での就業において職務上の支障が認められ、就業継続によって健康状態が増悪する懸念がないかどうかについてご意見をいただく必要が生じました。就業継続判断の一資料として、「主治医意見書」の提出をお願いしております。つきましては、別紙意見書への記載をお願い申し上げます。
　以下は、就業配慮が必要な場合の就業基準です。このたびは、時間外労働制限等の量的配慮措置については最長1ヶ月間（2週間の制限と2週間の配慮）とし、質的軽減の措置を行うことはできません。
　ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、よろしくお願い申し上げます。
敬具

記

【就業基準】	
一　業務基準･･･ご意見をいただいた翌日より１ヶ月間につき、職位相当最低９割以上の職務遂行ができる。以降１ヶ月間について、週を平均し職位相当10割に速やかに回復することができる。業務内容を職位相当以下とする質的軽減勤務は行わない。
二　労務基準･･･前号の職務において所定勤務日かつ所定の始業終業時刻による定時勤務（1日7時間45分勤務）で、就業態度に問題がない事。配慮期間中、当日連絡の休暇取得・遅刻・早退・欠勤等により業務に従事できないことは、本疾患以外の特別な事情のみ可とする。残業制限は最長１ヶ月間（当初２週間の制限と、その後２週間の上司による配慮）とし、さらなる配慮が必要な場合は療養に専念することが望ましいと判断する。
三　健康基準･･･健康上の問題による業務への支障および業務による健康上の問題が発生リスクがない事。（関係者のそれぞれに課された役割遂行にもとづき、リスクが「最小化」されている事）

以上すべてを満たした状態で、６ヶ月以上の安定継続的な勤務が可能であることが見込まれること。

【適用基準】
直近1年間の間に、就業上の配慮の適用が無いこと。ある場合には、原則として本措置の適用は行わず、療養の必要性があるかどうかの視点で判断を行うものとする。

　なお、1ヶ月後からは状態評価期間とし、業務遂行レベルに基づくによる評価を行うが、状態が復帰基準に満たない（あるいは不安定）と判断した場合には、療養が必要と判断する。当該期間中に、遅刻・早退、欠勤、事前申請のない有休取得が認められた場合も、療養に専念するものとする。
以上


主治医意見書（就業継続可否判断）
	本人記入欄（情報提供了承サイン）　※主治医の先生にお渡しする前に記入すること

	職員氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	就業について
	就業継続の希望がありますか？　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はい　・　いいえ）

	
	職位レベル相当の仕事の質・量・効率で働く意思はありますか？　　　　　　（はい　・　いいえ）
（職位レベル相当とは、職位に対して10割の業務水準を示す）

	
	健康上の理由で遅刻・早退等勤怠上の問題を生じない自信がありますか？　　（はい　・　いいえ）
（当日連絡の休暇申請など、同僚に過度の負担のかかる懸念のあるような休暇申請をしないことを含む）



	就業継続に関する主治医意見記入欄

	総合的意見
	□就業基準下において就業継続可能と考える（病状が増悪する懸念はない）

	
	□業務は休んで療養に専念することが望ましい（→以下は回答不要です）

	上記意見の
医学的根拠
	下記の項目に加えて、上記判断に至る医学的根拠がある場合には、記載してください。

	*上記の総合的意見と下記の個別の評価について，不整合があると判断される場合については，再度確認できるまでの間については，原則として当該職員の健康に配慮するために療養が望ましいと判断するものとします。

	病状
	□回復一方向　　　□回復傾向だが増悪する可能性もある　　　□増悪傾向にある

	心身の状態
	業務に影響を与える症状および薬の副作用　　　　□なし　　□あり
＊「あり」の場合，業務上に必要な配慮内容をご記入ください。なお，この場合に配慮可能な内容は，あくまでも業務の一部に関するものであり，配慮しても職位相当１０割の労務提供が可能であることを条件とします（主要業務に関して多大な配慮が必要となるものを除きます）




	復帰基準
	1．本人の就業希望と自信	
	□医学的に適切　　　□懸念あり

	
	2．本人の治療へのコンプライアンス*
	□問題なし　　　　　□懸念あり

	
	3．自傷の恐れ
	□なし　　　　　　　□懸念あり

	
	4．週5日定時勤務
	□可能　　　　　　　□懸念あり

	
	5．1ヶ月以内の残業制限予定解除
	□可能　　　　　　　□懸念あり

	
	6．通常勤務6ヶ月間以上の継続
	□継続可能　　　　　□懸念あり

	上記の通り証明致します。

　　　　年    　月　    日　　　　　　　　　　　医療機関所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医師氏名      　　　　　　　　　　　　　　　                       印


*コンプライアンスとは、主治医の先生の指示に忠実に従うことを意味します。


療養段階確認シート

所属部署：	　　　　　	氏名：				記入日：		　　	

	0.前提（はい、または、いいえに１つだけ〇をつける）

	1. 復帰準備の段階へ進む希望はありますか？	はい　　　・　　　いいえ
2. 療養説明書の内容を確認し、理解しましたか？	はい　　　・　　　いいえ
3. 復帰準備の段階へ進む事について、ご家族は同意していますか？	はい　　　・　　　いいえ
4. 復帰準備の段階へ進む事について、主治医は同意していますか？	はい　　　・　　　いいえ

	5. 次の段階へ進む場合、職場で説明を受けることは可能ですか？	はい　　　・　　　いいえ
　説明希望日	第一希望： 　　　　　　　　　（　　　　　　　年　　　　月　　　　日）
	第二希望：　　　　　　　　　 （　　　　　　　年　　　　月　　　　日）



以下、チェックシートです。正直に回答する事で、現在の状態を確認します。
	I. 全般的な健康状態 （あてはまる項目すべてに○をつける）

	1. （　　　）顔色、肌つやが良くなった。声に張りが出てきた。
2. （　　　）身体の動きがはやくなり、身体に充実感が出てきた。
3. （　　　）おなかがすいて、ご飯がおいしく食べられる。
4. （　　　）おなかの調子は安定している。下痢や軟便はない。
5. （　　　）すぐに口が渇くことは無くなった。または、以前から口渇が無い。
6. （　　　）微熱や風邪のような症状はなく、体調は安定している。
7. （　　　）自然に外出することができる。



	II. 睡眠のリズム （当てはまる項目すべてに○をつける）

	1. （　　　）苦労せず眠りにつける。または、いつの間にか眠っている。
2. （　　　）途中で目が覚めるのは1回以下。目覚めても間もなく眠れる。
3. （　　　）悪夢を見たり、夢を一晩に何度も見たり、寝汗をかいたりしない。
4. （　　　）自然な時間に目が覚め、寝起きもよい。
5. （　　　）熟眠感があり、日中の眠気などは無い。



	III. 疲れやすさ （あてはまる番号に1つだけ○をつける）

	(1) 見る・読む作業

	　1：新聞・雑誌は見たくもない。
　2：新聞・雑誌は目次を見るだけである。
　3：長い記事を読む、または、少なくとも1つの記事を最後まで読む。
　4：新聞記事を通して読める。文庫本を数日で1冊読み上げる。
　5：業務に関する専門書などを集中して読むことができ、おおむね理解できる。

	(2) 書く作業

	　1：ペン、鉛筆、キーボードにさわりたくない。
　2：転記したり、文書を見ながらキーボード入力したりできる。
　3：短い文章が作れる。
　4：与えられたテーマの作文、メールや返事などが書ける。
　5：長文や、簡単な事務文書の作成ができる。

	(3) テレビ

	　1：音がうるさく感じる。テレビの前に行かない。スイッチを切る。
　2：テレビがついていれば、何となく見る。
　3：ニュースやバラエティー番組などを見る。
　4：ドラマなどストーリー展開を追いながら見る。
　5：好きな番組を楽しんで見られる。

	(4) 趣味

	　1：何もしたくない、面白いことは何も無い。
　2：趣味の事を考える。
　3：趣味を少しやってみる。
　4：趣味のために、外出や買い物などの用事を済ませる。
　5：趣味のために、知人などに連絡したり、会ったりできる。




	(5) 家事

	　1：横になっていることがほとんどである。
　2：食器の片付け程度はできる。
　3：自室の片付けや、掃除機がけができる。
　4：浴室など家の掃除をする。せんたくをする。
　5：掃除せんたく、食事の支度に加えて、買い物のために外出する。

	(6) 外出

	　1：食事やトイレの他はほとんど横になっている。
　2：昼間は起きている時間が多い。入浴はおっくうに感じる。
　3：入浴はほぼ毎日。短時間なら外出もできる。
　4：週に数回は外出ができるが、人混みなどは疲れる。
　5：午前中から外出ができる。疲れて寝てしまうことも無い。



	IV. 日常生活での対人関係 （あてはまる番号に1つだけ○をつける）

	(7) 近隣への外出

	　1：外出できない。
　2：夜間、近くのコンビニなどに外出できる。
　3：昼間でも外出ができる。
　4：隣人とのあいさつや立ち話などもできる。

	(8) 近隣とのつきあい

	　1：近所の人と顔をあわせたくない。
　2：近所の人にあっても、隠れたり避けたりしないでいられる。
　3：近所の人とあいさつや立ち話程度ならできる。
　4：近所の会合に出席できる。

	(9) 子供の相手

	　1：子供がうるさいと感じる。
　2：子供と一緒にいられる。
　3：子供と、屋内で短時間なら相手ができる。
　4：子供の比較的長時間相手ができる。外で遊べる。

	(10) 親族との関係

	　1：同居家族以外、誰とも会いたくない。
　2：電話なら、同居以外の親族とも対応できる。
　3：同居以外の親族の来訪に対応できる。
　4：同居以外の親族を訪問できる（特に配偶者の親族の家）。

	(11) 職場以外の人との関係

	　1：電話に出たくない。電話のベル音に恐怖心がある。
　2：電話に出て、職場以外の知人とは話すことができる。
　3：職場以外の知人がたずねてきたら、会うことはできる。
　4：職場以外の知人と外で会うことができる。



	V. 職場関係のこと （あてはまる番号に1つだけ○をつける）

	(12) 職場の情報

	　1：職場に関することを聞くことが恐怖である。
　2：家族となら職場の話もできる。
　3：職場からの郵便や文書を処理できる。
　4：職場の近くまで行ける。

	(13) 職場関係者との対人関係

	　1：職場からの電話に出たくない。
　2：職場からの電話に対応できるが、少し疲れる。
　3：職場からの電話に自然に対応できる。
　4：上司や人事担当者とも対応できる。気分も安定しており、疲れすぎることも無い。

	(14) 通勤

	　1：外出はできるが、職場には行けない。
　2：誰かについてもらってなら、職場まで行ける。
　3：職場にはいけるが、いつもの交通手段や、定時には無理である。
　4：いつもの交通手段で、定時に出勤できる。



	VI. 病気の理解と自己管理 （あてはまる番号に1つだけ○をつける）

	(15) 悲観的な考え

	　1：死にたい気持ちがあり、自殺について具体的に考える事がある。
　2：普段は死にたいと思わないが、頭のすみに自殺についての考えが残っている。
　3：自殺を考えたことを思い出すことはあるが、周囲へ迷惑になるし、解決の手段になるとも思わない。
　4：死は解決にならず、自殺については考えない。今後そんな考えが浮かんだら専門家に相談したい。

	(16) 症状に関する理解

	　1：症状のことはあまり分からない。
　2：眠れなかったり、気持ちがふさいだり、仕事に差しつかえる症状がある。
　3：薬を飲むなどの治療が必要だと思う。
　4：性格や仕事のやり方を変えていかないと再発すると思う。

	(17) 病気に関連する要因の理解

	　1：生活上や、仕事のストレスが病気に関連しているとは思わない。
　2：病気になる前に、生活上や、仕事のストレスがあったと思う。
　3：1に加えて、自分の仕事のやり方や、対人関係の持ち方なども病気に関連したと思う。
　4：2に加えて、再発予防のための具体的な対策を考えている。

	(18) ストレス対策

	　1：ストレスへの対処法はよくわからない。
　2：いくつか、ストレスの対処法を知っている。
　3：本などで学んで知っている。
　4：講演会やセミナー、カウンセリングなどで学び、実行している。

	(19) 服薬

	　1：飲み忘れたり、自己判断で量を加減したり、飲まなかったりすることがある。
　2：主治医や家族に言われて、服用している。
　3：飲み忘れは月に数回以下。薬を飲むことの重要性を認識している。
　4：服薬を継続することの必要性を理解しており、飲み忘れることもほとんど無い。

	(20) 通院

	　1：病院には行きたくない。
　2：家族にうながされて、しぶしぶ受診している。
　3：自分から受診するが、主治医とあまりよく相談できているわけではない。
　4：定期的に受診し、必要なときには臨時で受診し、相談している。

	(21) 生活記録表と出社にむけたリズム作り

	　1：生活記録表を付けられない、付け忘れることが多い。
　2：生活記録表を付けているが、 睡眠のリズムが整わない。定時出社できる時刻に起きられない。
　3：生活記録表を付けており、週に数回は外出できるようになっている。
　4：生活記録表を付けており、月～金まで定時勤務できることを目指した出社練習をしている。


出典：「厚生労働科学研究　標準化リワーク評価シート」改変
【療養専念期】における質問はこれで終わりです。職員課まで提出してください。					


【以下、職員課使用欄】
　□Ⅰ,Ⅱの質問であまり○がつかない，あるいはⅢ～Ⅵの質問で１に○がついたり，２が複数ある場合
　→【復帰準備期】へ進むにはもう少し回復が必要なため、療養専念期継続と判断する
□ほとんど全てが３か４，５に○がつく場合→【復帰準備期】へ進むことが可能であると判断する

＊（職員課）準備期に進むと判断したが、多少の懸念点が残っている場合は以下の点について説明する。
　□復帰検討期に進む前に、あらためて当該懸念点について再度確認すること。
　□復帰準備期に進んだものの、療養経過が思わしくない場合には、職員課に連絡のうえ、療養専念期に戻って構わないこと。


■事例共有シート
	対象者
	職種： 
	身分：
	入庁年：

	
	年齢・性別：
	任用形態：

	
	現在の状況：□就業中　□療養中（療養開始日：　　　　　　療養可能期間（最長で）：　　　　　　

	
	家族の関与：□すでに家族と連絡をとっている　　□連絡をとっていないがおそらく可能
□遠方のため連絡は困難　　□家族がいない


１．これまでの経緯
※通常勤務に差し支えると判断するに至った事の発端，対象者本人の自覚，周囲の認識、人事としての考え等を記入







◇本人から聴取した内容
（本人から聴取しなければならない事項は本来は無いので、あえて聞く必要はない。すでにうっかり「聴取してしまった」内容についてまとめる項目である）


□パワハラがあったとの考えているようだ　　□セクハラがあったと考えているようだ
□その他、療養が業務に起因すると考えている場合の内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
◇上司から聴取した内容


◇上記に食い違いがある場合の人事としての判断


２．本人の希望・要望
（本人の希望や要望を「聴いてあげる」必要は一切ない。聞き取ること自体、トラブルの元とさえ言っても良い。ただ、すでに聞き取ってしまった内容、あるいは、全体の奉仕者として誠実に職務を遂行しようとしているのか懸念を感じる「推察される」内容については、指摘や軌道修正の必要があるため、この項目で記載する）
例）お金に困る（就業には問題ない）ので働きたい、この仕事の担当から外してほしい、復職時は異動したい等、本人の使用した表現で記入


３．本人の「本来求められる」業務内容・職務内容、および乖離状況


４．業務遂行上、生じている/生じていた問題で、改善してほしいこと（3つ程度にまとめる）
●
●
●



５．業務遂行レベル※以下の中から選択してください
□非常に高かった　　□職位に対する期待値と同程度かそれ以上　　□職位に対して劣る
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
療養直前の明らかな低下：□有り　　□無し（もともと、長期間にわたって左記の通りであった）

６．備考（その他、復帰に関しての気になる点等）





第４章　面接シナリオサンプル集
[bookmark: _療養専念期説明シナリオ][bookmark: _Toc49242293]療養専念期説明シナリオ
【面接の流れ】
1． 導入
2． 現状の確認
3． 市から伝えたいこと
(1) 復帰基準の説明
(2) 復帰の手順の説明
(3) 今後の事務手続き
4． 質疑応答


１．導入
職員課長　本日はお忙しいところご家族にもご同席いただきありがとうございます。
　　当市では、休職をしている職員に対し、体調が回復するまで十分な療養の機会を設け、病気の再発の可能性が最小化された状態で復帰できるよう、新しい取り組みを進めています。具体的には、従前は曖昧であった復帰基準や復帰手順を復職プログラムとして体系化しています。
　　本日は、当市の復職プログラムに基づいて説明することを目的として面接を行います。なお、面接時間は○時○分（30分程度）までを予定しています。まずは、こちらから説明をします。質問は後ほど確認しますので、説明をしっかりと聞いてください。

２．現状の確認
人事係長　現状について確認します。Aさんは○月○日より、私傷病により病気休暇を開始し、引き続き療養が必要な状態が続いたことから、〇月〇日より分限休職処分となっています。なお、休職期間は最長で３年間と定められていますので、Aさんの場合の休職期間満了日は〇年〇月〇日となっています。

３．市から伝えたいこと
（ア）復帰基準の説明
人事係長　続いて、当市の復職プログラムにおける復帰基準を説明します。重要なことなので、自分でもメモをしっかり取るなどして良く理解しておくようにしてください。
[bookmark: _Hlk29284282]市では、私傷病による休職について、地方公務員法第28条第2項及び分限条例の規程に基づき、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、又はこれに堪えない場合に、３年を超えない範囲内において個々の場合について任命権者が定めることになっています。したがって、職務の遂行に支障をきたすことがなくなり、かつ、心身の故障がなくなったと判断できた場合に復職を命じることになります。
　具体的には、業務基準、労務基準、健康基準の三つの観点から基準を定めており、まず業務基準として、元の職場で以前と同じ仕事ができるまで回復しているかで判断します。2ヶ月程度は時間外勤務についての配慮は行いますが、特定の業務免除や短時間勤務など他の職員とは異なる業務軽減は行いません。業務効率、質、量等は職位相当であり、復帰後２ヶ月以内に実際に職位相当であることを示せることを求めます。
なお、復帰後２ヶ月間は職位相当最低８割を満たしていれば、直ちに再療養とはしませんが、これは、「とりあえず８割程度できそうなら復帰してもよい」という意味ではなく、あくまでも、復帰基準としては、職位相当１０割の業務遂行が可能であり、全体の奉仕者としての職務遂行にあきらかな懸念がないことである点には、注意をしてください。
次に労務基準として、服務規程どおりに働けるまでに回復しているどうかで判断します。本疾患以外の特別な事情の時は別ですが、時間どおり出勤し、決められた仕事ができるかどうか、遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できるかどうか、という基準で判断します。
最後に健康基準です。仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられるかどうかで判断します。健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていることを求めます。

　これら３つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれることが復帰基準です。なお、当日連絡で業務に従事できないことは、有給休暇の事後的付与の問題とは別に、「勤怠上の問題」とみなし、再度療養に専念する要件に含まれることになりますので、注意してください。
　簡単に言うと、「職場は働く場所」なので、全体の奉仕者として、通常勤務をしてもらわないといけません。

職員課長：今、係長から説明のあった復帰基準については、再発防止や、同部署の他の職員の負担、組織全体としての生産性、および市民の皆様への説明責任を果たすという観点から、法令や条例、規則に沿う形で、十分に合理的なものであると考えています。そのため、この基準はむしろ職員課としても守らないといけない基準であり、職員課の裁量で各個人の事情にあわせて基準を変更、特に緩和をすることはできませんし、すべきでないことも言うまでもありません。

（イ）復帰の手順の説明
人事係長　続いて、復職プログラムにおける、復帰に向けた手順を確認しておきます。
　　復職プログラムには、「療養専念期」「復帰準備期」「復帰検討期」といった段階があります。第一段階である療養専念期は、体調の回復を最優先する期間です。第二段階である復帰準備期は、後ほどご説明する復帰基準を満たすために、復帰に向けての準備を行っていただく期間です。第三段階である復帰検討期は、復帰に向けて主治医の先生の意見を聴取するなど、慎重に判断を行う期間です。
各段階をステップアップしていくところでも、それぞれの段階に応じた判断基準があり、基準をクリアしなければ、次の段階へ進むことはできません。基準をクリアできなければ復帰までに時間がかかる場合もありますが、それは、病気を再発させないよう、十分な療養と、復帰に向けた準備期間を設けるためのものだということを、ご理解ください。
なお、本日説明した手続きを適切に進めることなく、これらの段階を飛び越えて、復帰の検討をすることはできません。復帰準備が完了しつつあるものとの、人事とAさんの共通認識を確認したのちに、復帰に関する主治医意見は当市所定の様式でお尋ねすることになります。復帰の検討を行う段階にないタイミングで自由記述の主治医診断書等を提出されても、手続き上対応いたしかねますので注意をしてください。

（ウ）今後の手続きの説明
人事係長　では最後に、今後の手続きについて説明します。先ほどご説明した復帰の段階を踏まえると、Aさんは現在、第一段階の療養専念期にあると判断しています。引き続き十分な療養を取り、気持ちを落ち着ける生活をしながら、徐々に生活のリズムを整えていってください。
必要な手続きとして、まずはこちらの療養状況報告書を毎週提出してください。月曜日から金曜日の状況を記入し、翌月曜日までに到達するように、土日に投函するという流れになります。報告書の作成や提出が負担に感じる場合や、主治医からこうした記述を伴う報告はまだ早いといった判断がある場合には、ご家族にご協力いただき、該当する箇所にチェックをして報告をしてください（療養状況報告書と返信用封筒を４通ほど渡す）。
自身で毎週、期日を守って内容を伴った報告が４回連続できるようになれば次の段階に進みます。その際には次の段階以降についてあらためて説明します。
なお、病気休暇や休職は、復帰しようという意志がある方に対して承認されるものです。療養状況報告書は、その復帰しようと取り組んでいる意志を表わす書類になります。報告が滞る場合は欠勤や休職の承認の継続に関して検討せざるをえない場合もありますので、週１回の報告を必ず欠かさないようにしてください。
また、職員としての身分は残っていることから、病気休暇や病気休職の延長に必要な手続きについては、期日に余裕をもって、滞りなく行うことを意識してください。こちらについても、もしご自身での手続きをご負担に感じるということであれば、ご家族にご協力いただいても構いません。

４．質疑応答
それでは職員課からの説明は以上です。何か質問はありますか。


[bookmark: _復帰準備期説明シナリオ]復帰準備期説明シナリオ
【面接の流れ】
1． 導入
2． 現状の確認
3． 市から伝えたいこと
(1) 復帰基準の説明
(2) 復帰準備期の説明
(3) 今後の事務手続き
4． 質疑応答

１．導入
職員課長　お忙しいところご家族にもご同席いただきありがとうございます。
本日は、先日説明した復職プログラムに沿って、現在の療養専念期から、次の復帰準備段階に進めるかどうか判断するために実施します。もし、途中で面接を負担に感じた場合は、ご本人には別室で休憩していただき、御家族に引き続き説明をしますので、御本人からでも御家族からでも、遠慮なくお申し出ください。
　　それでは面接を始めます。本日の面接は約30分を予定しています。

２．現状の確認
人事係長　現状について確認します。Aさんは○月○日より、私傷病により病気休暇を開始し、引き続き療養が必要な状態が続いたことから、〇月〇日より分限休職処分となっています。なお前回も確認いたしましたが、休職期間は最長で３年間と定められていますので、Aさんの場合の休職期間満了日は〇年〇月〇日となっています。
　　〇月〇日からは復職プログラムに沿った対応を実施し、週一回の療養状況報告書の提出も毎週なされてきたところです。

３．市から伝えたいこと
（ア）復帰基準の説明
人事係長　続いて、前回も説明しましたが、重要なポイントなので、当市の復職プログラムにおける復帰基準を再確認します。特に復帰準備を進めていく中で、意識していただきたい重要なことなので、自分でもメモをしっかり取るなどして良く理解しておくようにしてください。

市では、私傷病による休職について、地方公務員法第28条第2項及び分限条例の規程に基づき、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、又はこれに堪えない場合に、３年を超えない範囲内において個々の場合について任命権者が定めることになっています。したがって、職務の遂行に支障をきたすことがなくなり、かつ、心身の故障がなくなったと判断できた場合に復職を命じることになります。

　具体的には、業務基準、労務基準、健康基準の三つの観点から基準を定めており、まず業務基準として、元の職場で以前と同じ仕事ができるまで回復しているかで判断します。2ヶ月程度は時間外勤務についての配慮は行いますが、特定の業務免除や短時間勤務など他の職員とは異なる業務軽減は行いません。業務効率、質、量等は職位相当であり、復帰後２ヶ月以内に実際に職位相当であることを示せることを求めます。
なお、復帰後２ヶ月間は職位相当最低８割を満たしていれば、直ちに再療養とはしませんが、これは、「とりあえず８割程度できそうなら復帰してもよい」という意味ではなく、あくまでも、復帰基準としては、職位相当１０割の業務遂行が可能であり、全体の奉仕者としての職務遂行にあきらかな懸念がないことである点には、注意をしてください。
　次に労務基準として、服務規程どおりに働けるまでに回復しているどうかで判断します。本疾患以外の特別な事情の時は別ですが、時間どおり出勤し、決められた仕事ができるかどうか、遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できるかどうか、という基準で判断します。
最後に健康基準です。仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられるかどうかで判断します。健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていることを求めます。

　これら３つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれることが復帰基準です。なお、当日連絡で業務に従事できないことは、有給休暇の事後的付与の問題とは別に、「勤怠上の問題」とみなし、再度療養に専念する要件に含まれることになりますので、注意してください。
　簡単に言うと、「職場は働く場所」なので、全体の奉仕者として、通常勤務をしてもらわないといけません。

職員課長：今、係長から説明のあった復帰基準については、再発防止や、同部署の他の職員の負担、組織全体としての生産性、および市民の皆様への説明責任を果たすという観点から、法令や条例、規則に沿う形で、十分に合理的なものであると考えています。そのため、この基準はむしろ職員課としても守らないといけない基準であり、職員課の裁量で各個人の事情にあわせて基準を変更、特に緩和をすることはできませんし、すべきでないことも言うまでもありません。

（イ）復帰準備期の説明
　○月〇日付の療養状況報告書をもって、4週連続期日を守って、内容を伴った報告ができたことから、こちらとしては復帰準備を開始しても問題ない状態にあると判断しています。
　Aさんご自身としては、第二段階の復帰準備期へ移行し、今後は本格的に復帰準備を進めていくことを望まれますか？それともまだ療養に専念して、復帰準備に取り組むのはもう少し先にすることを希望しますか？

→本人回答

（療養専念期にとどまりたい）
分かりました。ではもうしばらくは療養専念期にとどまって、療養に専念してもらいます。１カ月後くらいを目途に、再度面接を開催して、復帰準備期へ移行できるか検討しましょう。
　なお、具体的な復帰については、先ほど説明した復帰基準に基づいて、第三段階の復帰検討期にて判断します。それまでは主治医の先生の復帰に関するご意見は取得しなくて結構ですので、引き続き週一回の療養状況報告書の提出を行ってください。
（面接終了）

（復帰準備進めたい）
分かりました。それでは第二段階の復帰準備期へ移行したものと判断します。では引き続き、第二段階の復帰準備期について説明します。
復帰準備期は、先ほど説明した復帰基準を満たすために、復帰に向けて準備を行うための期間です。Aさんからの直近の報告書によると、これまでの療養を通して最近では体調も回復してきて、日常生活を安定的に送ることができるようになってきたことがうかがえます。これは例えるならば「休日が安定して過ごせる状態まで回復した」段階であると考えています。一方で、全体の奉仕者として遜色のない仕事を遂行するには集中力が必要ですし、緊張感やストレスがかかるものです。そのため復帰準備期にて、「平日に仕事の負荷がかかっても、安定して仕事を続けることができ、通常勤務できる状態まで準備する」ことに取り組んでほしいと考えています。
どのような復帰準備に取り組んでいるのか、また取り組んでいる復帰準備の内容は復帰基準を達成することに向かっているものといえるのかどうかを判断するために、これまでの「療養状況報告書」から「復帰準備状況報告書」に切り替えて、引き続き週1回提出してもらいます。こちらにも取り組み内容が分かるように、できるだけ具体的な記載をするように心がけてください。今での報告書では、「薬事療法」「家事療法」などと単語で記載されていましたが、何時にどのようなことを行ったのか、文で記載するようにしてください。
さらに復帰準備が進み、基本的には求められる業務遂行が可能であろうと、双方の共通認識が構築できた段階で、「復帰準備完了確認シート」の提出と復帰に向けた予備面接を実施します。
なお、その後の手続きについて少し補足しておきますと、復帰判定予備面接にて問題ないと判断できた場合に、次の第三段階の復帰検討期へ移行します。具体的な復帰検討はこの復帰検討期にて行いますので、主治医の先生のご意見についても、復帰検討期にて所定の様式で提出していただきます。今日の段階では、復帰に当たっては、自由に医師の診断書をもらうのではなく、職員課所定の様式を用いて意見をもらってくることを覚えておいてください。
ただし、復帰準備をすすめるに当たって、病状が再び悪くなったと判断せざるを得ない場合には、療養専念期に戻ることもあります。具体的には、定期的な報告を欠くようになるようなことがあれば、療養専念期へ戻ったものと判断します。復帰したいという思いがあることは分かりますが、一方で、ここで無理して復帰準備を進めて、病状が再び悪くなることが、必ずしも良いとは思いません。療養から復帰準備へ再度進む際には、慎重を期して、主治医ともよく相談しながら進めるようにしてください。

職員課長：さて、復帰準備における重要なポイントは、健康を損ねることなく就業可能であることは、Aさんから説明していただく必要があるという点です。分かりやすく言えば、私傷病が就業の支障にならない程度に回復し、元通り職務を遂行できるようになったことについても、Aさんから説明していただく必要があります。
平たく言えば、例えばAさんから、「こういう復帰準備を進めて、こうしたことができるようになりました」「療養前の課題として、こうしたことがあると考えたので、こういう復帰準備を進めました」という報告や説明を受けて、職員課としては復帰基準を満たして働くことができそうか、責任をもって判断します。裏を返せば、この判断に誤りがあり、時期尚早な復帰を認めてしまった場合の責任も、こちら側にあるということですので、そういったことがないようにするためにも手順を踏んで復帰準備の内容を確認して判断するようにしています。
ただ、判断をする職員課をとりあえず納得させればそれで十分というわけではありません。私たちも組織の代表として判断をするのですから、最終的に復帰を受け入れる職場の上司や同僚、あるいはAさんの働く様子を見る市民の方への説明として、その内容ならば、復帰を延期する理由はないと理解、納得できるように説明する、という観点で、復帰準備を進めて、説明してもらうことが重要となります。
難しい言い方をしましたが、要するに、これからの提出書類や予備面接でのAさんの説明を基に、復帰基準を満たして働くことができるかどうかをこちらで判断するので、復帰に向けて主体的に復帰準備に取り組み、その内容を具体的に報告するようにしてください。言い換えると、復帰したいという意思や希望だけを、客観的に評価可能な復帰準備内容を示すことなく、ただ繰り返されたとしても、職員課としては、その希望だけを単に汲み上げて復帰に向けて進めてあげる、というわけにはいかない、ということです。

人事係長：課長からも説明がありましたが、復帰準備の具体的な取り組み内容については、復帰基準を満たすために必要と思われる準備を自身で考えて、取り組んでほしいと考えています。
例えば、正規職員として求められる業務遂行に支障がないことを示すために、事務処理の訓練として、PCの入力等を一定の時間内に行うとか、フルタイム勤務を問題なく行えることを示すために、一定時間以上の運動を継続して行うとか、勤務を模した訓練を例えば図書館で行う、と言った取り組みが考えられます。
また、苦手なことであってもやらねばならないことであれば、遂行できるようにする、ストレス要因への具体的対策を身に着けることも重要です。この辺りは、主治医の先生とも相談しながら、自身の課題を検討し、具体的な対策を身に着けるように、取り組んでみてください。
なお、取り組んでいる復帰準備の内容については、こちらからも受領書にてフィードバックを行いますので、それも踏まえて適宜取り組み内容を調整するなどしてください。

職員課長：復帰後の業務を想像していただければわかるように、復帰基準を満たせるように、必要な準備を自身で考えて取り組み、復帰準備として取り組んだ内容を具体的に報告し、その報告内容に対するフィードバックを受けて、取り組み内容を調整する、といった一連の流れそのものも、復帰準備の一環として非常に重要であると考えていますので、こちらからのフィードバックはよく確認して、復帰準備の内容に活かしていってください。

４．質疑応答
それでは職員課からの説明は以上です。何か質問はありますか。
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【面接の流れ】
1． 導入
2． 現状の確認
3． 市から伝えたいこと
(1) 復帰基準の説明
(2) 復帰準備状況の確認
(3) 今後の事務手続き
4． 質疑応答

１．導入
職員課長：それでは面接を始めます。先日、○○さんから具体的な復帰検討の段階へ進むことへの希望と合わせて、復帰準備完了確認シートの提出がありました。これを受けて本日の面接では、復帰準備が完了しているかどうかの確認を行い、療養の次の段階である、復帰検討期へ移行できるかどうかについて判断します。また、移行できると判断した場合には、次の段階である復帰検討期の手順について、説明をいたします。
　　本日の面接は30分を予定しています。

２．現状の確認
人事係長　現状について確認します。Aさんは○月○日より、私傷病により病気休暇を開始し、引き続き療養が必要な状態が続いたことから、〇月〇日より分限休職処分となっています。なお前回も確認いたしましたが、休職期間は最長で３年間と定められていますので、Aさんの場合の休職期間満了日は〇年〇月〇日となっています。
　　〇月〇日からは復職プログラムに沿った対応を実施し、〇月〇日には面接を行い、第１段階の療養専念期から第２段階の復帰準備期に進んだことを確認し、そこから、復帰準備を進めていただいています。

３．市から伝えたいこと
（１）復帰基準について
人事係長　続いて、前回も説明しましたが、本日の面接でも重要なポイントとなる、当市の復職プログラムにおける復帰基準を再確認します。
市では、私傷病による休職について、地方公務員法第28条第2項及び分限条例の規程に基づき、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、又はこれに堪えない場合に、３年を超えない範囲内において個々の場合について任命権者が定めることになっています。したがって、職務の遂行に支障をきたすことがなくなり、かつ、心身の故障がなくなったと判断できた場合に復職を命じることになります。

　具体的には、業務基準、労務基準、健康基準の三つの観点から基準を定めており、まず業務基準として、元の職場で以前と同じ仕事ができるまで回復しているかで判断します。2ヶ月程度は時間外勤務についての配慮は行いますが、特定の業務免除や短時間勤務など他の職員とは異なる業務軽減は行いません。業務効率、質、量等は職位相当であり、復帰後２ヶ月以内に実際に職位相当であることを示せることを求めます。
なお、復帰後２ヶ月間は職位相当最低８割を満たしていれば、直ちに再療養とはしませんが、これは、「とりあえず８割程度できそうなら復帰してもよい」という意味ではなく、あくまでも、復帰基準としては、職位相当１０割の業務遂行が可能であり、全体の奉仕者としての職務遂行にあきらかな懸念がないことである点には、注意をしてください。
　次に労務基準として、服務規程どおりに働けるまでに回復しているどうかで判断します。本疾患以外の特別な事情の時は別ですが、時間どおり出勤し、決められた仕事ができるかどうか、遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できるかどうか、という基準で判断します。
最後に健康基準です。仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられるかどうかで判断します。健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていることを求めます。
　これら３つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれることが復帰基準です。なお、当日連絡で業務に従事できないことは、有給休暇の事後的付与の問題とは別に、「勤怠上の問題」とみなし、再度療養に専念する要件に含まれることになりますので、注意してください。
　簡単に言うと、「職場は働く場所」なので、全体の奉仕者として、通常勤務をしてもらわないといけません。

職員課長：今、係長から説明のあった復帰基準については、再発防止や、同部署の他の職員の負担、組織全体としての生産性、および市民の皆様への説明責任を果たすという観点から、法令や条例、規則に沿う形で、十分に合理的なものであると考えています。そのため、この基準はむしろ職員課としても守らないといけない基準であり、職員課の裁量で各個人の事情にあわせて基準を変更、特に緩和をすることはできませんし、すべきでないことも言うまでもありません。

（２）復帰準備状況の確認
人事係長：では続いて、復帰準備が完了しているかどうかの判断を行います。なおこの際に重要なポイントは、これまでお伝えしてきましたが、「健康を損ねることなく就業可能であることの説明は、○○さんから説明していただく必要がある点」です。分かりやすく言えば、私傷病が就業の支障にならない程度に回復し、十分な復帰準備に取り組んだことで、元通り職務を遂行できるようになったことについて、○○さんから説明していただく必要がある、ということです。
　　　また、私たちは、これまでの報告内容や本日の○○さんからの説明を踏まえて、復帰準備が完了しているか、完了しているとまでは言えないか、という基準で判断します（要するに、99％完了していると思えても、1％でも懸念が残る場合は、完了しているとまでは言えないということ）。
　　　では、○月○日付の復帰準備完了確認シートを詳しく見ていこうと思います。今回の完了確認シートでは全ての項目について、最上位に〇がついていたことから、復帰準備は相応に進んでいると判断しています。ただし、何点か具体的な確認が必要だと考えています。

（１）安定継続的な勤務ができるか
人事係長：一つ目ですが、Ⅰの基本的な生活状況について、再度見ていこうと思います。（１）起床時刻、（２）生活リズムおよび必要性の理解、（３）戸外での活動、体力について、最上位に○がついています。
　しかしながら、○年○月に再療養になった際には、8時30分にくることが出来ない日や、あるいは連絡が遅れて休む日が実際にありました。復帰後においては、計画的な業務負荷ではない、負荷が生じる状況も想定する必要があります。こうした場合に、定時に登庁できないことや、出勤できない場合に連絡ができないといったことに対する懸念が、これまでの復帰準備の中で十分に解消されるには至っていません。
　この点について、どのような復帰準備を進めた結果、最上位に○がつくようになったのか、前回の状況とは何が違うのか説明してください。

→本人回答：

人事係長：分かりました。では続いて、、、、
（以下同様に、懸念となっている項目について、何点か確認していく）

→（やってみないと分からない、というように自信がない場合）
人事係長：確かに、実際に職場に戻って、やってみないと分からない、という気持ちはよく分かります。正直な気持ちを表明されているのだと思います。
　ただその一方で、こちらとしては、「やってみないと分からない」「明言できる自信はない」という状況では、復帰準備が完了しているとまでは言えない、という判断をせざるを得なくなってしまいます。こちらの立場もご理解いただけるでしょうか。
　もう一度だけ確認しますが、、、（と言って、もう一回だけ「ちゃんとできます」と自信をもって明言するチャンスを与える。これでも、「やってみないと分からない・・・」という状況であれば、復帰準備を継続してもらう）。

→（こちらが納得できるような、説明ができなかった場合）
人事係長：今の○○さんからの説明だけでは、最上位に○ができるに足る実態を伴った状態であるとは判断できませんでした。以前説明しましたが、復帰準備は、私たち職員課だけを納得させればそれで十分というわけではありません。私たちも組織の代表として判断をするのですから、最終的に復帰を受け入れる職場の上司や同僚、あるいは○○さんの働く様子を見る市民の方への説明として、その内容ならば、復帰を延期する理由はないと理解、納得できるように説明することができるか、という観点も求められます。
　書類上、最上位に○を付けさえすれば復帰できる、と安易に考えているわけではないとは思いますが、記載内容と整合するような、納得できる説明ができること、復帰準備を進めて、自ら復帰可能であることを、具体性をもってしっかりと実態を伴うものであることについて説明してもらうことが重要であると考えています。

→（何らかの準備に取り組んでいたものの、報告はしていなかったという場合）
人事係長：（先ほどの繰り返しにもなりますが、）そのような内容であれば、最上位に○ができなくもない、と言えるかもしれません。ただし、復帰準備が完了したかどうかは、提出書類と面接内容から判断しますので、書類に記述されていなかった内容を、面接内容をもとに大幅に都合よく解釈してあげるわけにもいきません。
　業務を遂行する場合でも、重要な事項を報告書に記載せず、尋ねられてから口頭で補足するという方法が、望ましくないことは理解できると思います。そのようなことがないよう、今後は具体的な準備状況は都度、報告書へ記載するようにしてください。

【最終的な判断】
→（復帰準備が不足していると判断した場合）
職員課長：本日の○○さんの発言内容からは、まだもう少し復帰準備が必要であると判断しました。本日の面接をしっかりと振り返り、自分なりに課題を明確にし、解消に向けて取り組んでください。また、その内容を復帰準備状況報告書において具体的に報告するようにしてください。
面接終了。

→（復帰準備が完了していると判断できた場合）
職員課長：何度かこちらから指摘したように、復帰準備が万全とまでは言えないものの、復帰検討期への移行を止めるほどの状況ではないと判断しました。ただし、今回の面接で指摘した項目については、復帰までの間に真摯に取り組むようにしてください。

（３）復帰検討期以降の手続きについて
[bookmark: _Hlk29286909]人事係長：第三段階である復帰検討期は、実際に復帰可能な程度にまで回復しているかどうか、慎重に判断する時期です。引き続きより業務を意識した復帰準備を継続しながら、復帰のための具体的な手続きを進めていきます。
なお、主治医が復帰可能と判断しても、職員課から見て「通常勤務可能」と判定されない事もあります。その場合、職場としては○○さんの健康を重視した判定を優先することになります。まず、万全の状態で復帰できるよう、復帰する日まで復帰準備を継続して、週一回の復帰準備状況報告書の提出を継続してください。
　それと並行して、復帰に向け、主治医意見書の様式に、まず自己記入欄を記入の上、依頼文を添えて主治医の意見をもらってください。なお、この主治医意見書ですが、この欄（下半分）が主治医の先生に書いていただく部分です。確認いただければ分かると思いますが、まず「復帰判定基準に基づき復帰可能と考える」にチェックがついて、以下すべての項目について、左側にチェックがつくことが、復帰可能のためには必要です。その後記入済み意見書を、復帰申請書に添付して、職員課に提出してください。その後、主治医意見を参考に、最終的な復帰可否を検討します。
　最終的な復帰判定面接では、復帰判定に関する決定事項を説明しますので、ご家族にも同席をお願いします。

　また、復帰可能の場合にも、念のため健康状態の再増悪に対して早期の対処をするためのストップ要件を設定します。ストップ要件については、あらかじめお伝えしておきます。
再療養の必要性を判断する要件は
①当日の急な休み（有給休暇の事後的付与の有無に関わらず）や遅刻・早退が、復帰後の任意の１か月の間で３回あった場合
②職務遂行に支障があった場合。
③復帰から２か月間経過した時点でも、なお職位相当の業務が困難な場合
とします。
　つまり、復帰後の任意の1か月間に、原疾患に起因することが否定できない遅刻・早退・欠勤、および当日連絡による休暇取得の申し出や、あるいは、上司の通常の労務管理での指揮命令が困難であると判断されるケースが、合わせて３回以上あった場合は、速やかに再療養を命じます。
　なお、３回以上あった場合にこうした措置をとるからと言って、２回まではしても良いというわけではありませんので、十分注意してください。これらの問題が1回でも発生した時点で、再療養が必要かどうか判断する、ご家族同席の面接を実施します。

４．質疑応答
人事係長：それでは職員課からの説明は以上です。何か質問はありますか。


復帰判定面接シナリオ
【面接の流れ】
1． 導入
2． 現状の確認
3． 市から伝えたいこと
(1) 復帰基準の説明
(2) 復帰基準を満たせることの確認
(3) 今後の事務手続き
4． 質疑応答

１．導入
人事係長：それでは面接を始めます。先日の面接にて、○○さんは療養の第３段階である復帰検討期へと移行することが認められました。その後、主治医意見書が添付された復帰申請書が提出されましたので、今日の面接にて最終的な復帰可否について判断いたします。また、復帰可能と判断した場合には、次の段階である復帰支援期の手順について、説明をいたします。
　　本日の面接は30分を予定しています。
　
２．現状の確認
人事係長　現状について確認します。Aさんは○月○日より、私傷病により病気休暇を開始し、引き続き療養が必要な状態が続いたことから、〇月〇日より分限休職処分となっています。なお前回も確認いたしましたが、休職期間は最長で３年間と定められていますので、Aさんの場合の休職期間満了日は〇年〇月〇日となっています。
　　〇月〇日に実施した面接にて、復帰検討期への移行が認められ、その後〇月〇日付の復帰申請書が提出されました。

３．市から伝えたいこと
（１）復帰基準について
人事係長　続いて、前回も説明しましたが、本日の面接でも重要なポイントとなる、当市の復職プログラムにおける復帰基準を再確認します。
市では、私傷病による休職について、地方公務員法第28条第2項及び分限条例の規程に基づき、心身の故障のため職務の遂行に支障がある場合、又はこれに堪えない場合に、３年を超えない範囲内において個々の場合について任命権者が定めることになっています。したがって、職務の遂行に支障をきたすことがなくなり、かつ、心身の故障がなくなったと判断できた場合に復職を命じることになります。

　具体的には、業務基準、労務基準、健康基準の三つの観点から基準を定めており、まず業務基準として、元の職場で以前と同じ仕事ができるまで回復しているかで判断します。2ヶ月程度は時間外勤務についての配慮は行いますが、特定の業務免除や短時間勤務など他の職員とは異なる業務軽減は行いません。業務効率、質、量等は職位相当であり、復帰後２ヶ月以内に実際に職位相当であることを示せることを求めます。
なお、復帰後２ヶ月間は職位相当最低８割を満たしていれば、直ちに再療養とはしませんが、これは、「とりあえず８割程度できそうなら復帰してもよい」という意味ではなく、あくまでも、復帰基準としては、職位相当１０割の業務遂行が可能であり、全体の奉仕者としての職務遂行にあきらかな懸念がないことである点には、注意をしてください。
　次に労務基準として、服務規程どおりに働けるまでに回復しているどうかで判断します。本疾患以外の特別な事情の時は別ですが、時間どおり出勤し、決められた仕事ができるかどうか、遅刻や早退、当日の急な休暇の申請などがなくしっかりと勤務できるかどうか、という基準で判断します。
最後に健康基準です。仕事を続けても健康な状態を安定継続的に保っていられるかどうかで判断します。健康上の問題による業務への支障、及び業務による健康上の問題が発生するリスクがない、ないしは最小化されていることを求めます。
　これら３つの基準を満たしている状態で、６か月以上安定継続的な勤務が見込まれることが復帰基準です。なお、当日連絡で業務に従事できないことは、有給休暇の事後的付与の問題とは別に、「勤怠上の問題」とみなし、再度療養に専念する要件に含まれることになりますので、注意してください。
　簡単に言うと、「職場は働く場所」なので、全体の奉仕者として、通常勤務をしてもらわないといけません。

　なお、復帰後は所属として、業務をいたずらに軽減したりはしません。そのうえで、職位に相当する業務を与え、期待水準に達しているかどうかについて、適切に確認していくようになります。
　ただし、これもすでにお伝えしているとおり、復帰後の配慮として、通院への配慮、つまり通院する予定となっている日時に対する有給休暇の取得をあらかじめ申請していただきます。この配慮は復帰後１ヶ月間実施します。
　また、時間外労働についての免除も実施します。この配慮は復帰後、２ヶ月間だけ実施します。具体的には、復帰後１カ月間は産業医学的配慮の観点から時間外労働はなし、復帰後２ヶ月目からは、上司による労務管理的観点からの段階的負荷の配慮を行い、３カ月目からは配慮は終了し他の職員と同じように働いていただきます。この時間外労働への配慮は、当日の業務に伴う疲労等を確実に回復し、翌日の業務に支障を来さないようにしてもらうために行うものです。配慮によって得られた時間の使い方は目的に沿うものになるようにすることが職員としての責務です。また、時間外労働は、上司からの命令により行うものですので、命令がない時間外労働は、しないようにしてください。
　なお、これらの配慮が解除できない状態であれば、後ほど説明する再療養の要件に抵触すると判断しますので、ご注意ください。また、災害などの場合は、例外処理もあり得ることはあらかじめ申し添えておきます。


（２）復帰可否判断
職員課長：今、係長から説明があった復帰基準について、Aさん自身として、この基準を満たして就業継続することが可能だと考えていますか？

→本人回答

職員課長：分かりました。
　所属長にも確認します。○○さんはこのように復帰基準を満たして就業できることを、自信を持って宣言していますが、所属長の✕✕課長はこの意見を受け入れて差し支えないでしょうか。

所属長：所属としても、これまでの復帰準備の状況や、先日行った試験就労の結果からも、業務基準および労務基準について、満たしていないとまでは言えない状況であると判断しています。

職員課長：分かりました。それでは、所属長の側も、部署内の判断で、業務をいたずらに軽減したりしないようにしてください。そのうえで、職位に相当する業務を与え、期待水準に達しているかどうかについて適切にフィードバックをしていただくことになりますが、これに対して、特段の懸念はない、という理解で齟齬はないでしょうか？

所属長：はい、ありません。

職員課長：わかりました。
　続いて、健康基準について確認します。すでに提出いただいている主治医の復帰に関する意見書においても、定められた条件下、決められた配慮のもとで、復帰させても問題ないというご意見でした。
　では、Aさんにも確認ですが、これまで説明してきた配慮内容のもとで、職場で求められる業務を遂行した場合に、短期間のうちに勤怠が乱れるなど、原疾患の増悪が否定できない状況になる、あるいは健康上の理由で通常勤務に支障があることはないと、自信を持ってここで明言できますか？

→本人回答

それでは、業務基準・労務基準・健康基準の全てを満たしていることを確認しましたので、復帰可能と判断します。復帰日については、週の途中から復帰できるよう、○月○日（水）にすることを提案します。

人事係長：ただし、前回も説明したとおり、念のため健康状態の再増悪に対して早期の対処をするためのストップ要件を設定します。再療養の必要性を判断する要件は、
①当日の急な休み（有給休暇の事後的付与の有無に関わらず）や遅刻・早退が、復帰後の任意の１か月の間で３回あった場合
②職務遂行に支障があった場合。
③復帰から２か月間経過した時点でも、なお職位相当の業務が困難な場合
とします。
　つまり、復帰後の任意の1か月間に、原疾患に起因することが否定できない遅刻・早退・欠勤、および当日連絡による休暇取得の申し出や、あるいは、上司の通常の労務管理での指揮命令が困難であると判断されるケースが、合わせて３回以上あった場合は、速やかに再療養を命じます。
　なお、３回以上あった場合にこうした措置をとるからと言って、２回まではしても良いというわけではありませんので、十分注意してください。これらの問題が1回でも発生した時点で、再療養が必要かどうか判断する、ご家族同席の面接を実施します。

[bookmark: _Toc29393871]（３）復帰支援期の説明
正式な復帰になれば第四段階である、復帰支援期になります。復帰支援期は業務評価、労務評価、健康評価の三評価を行います。
　業務評価、労務評価は、それぞれ業務評価票と労務評価票を用いて行います。評価期間中に復帰基準を下回った場合は、安全配慮の観点から再療養を検討し体調回復を優先します。
復帰後２ヶ月間は、業務記録をつけていただきます。１週間分の業務予定を立て、実施事項を毎日記録するものになります。業務予定については、復帰基準にあるとおり、業務効率・質・量等が10割以上になるように計画的に設定してください。ただし、先ほども説明しましたが、復帰後２カ月までは８割以上であれば、ただちに再療養が必要とはしません。
また所属では、復帰後１か月、２ヶ月目に労務評価票を作成してください。評価の項目を念頭に日々の勤務態度等を見ていただき、問題があった場合には、その都度指摘・注意指導を行なってください。Aさんは、その指示に従うようにし、改善方法については、ご自身でよく考えて、早期に改善できるよう努力してください。

　なお、機械的なフォローアップ面接は行いません。なぜなら、せっかく設定した就業基準を達成するうえで、所属長のみならず、特に同僚が業務分担に関するAさんへの対応ついて躊躇する最大の要因が、「医療的な対応が完全には終了していない」と周囲からみなされることにあると考えるからです。
　言い換えれば、通常勤務ができることを前提として復職を発令するわけですから、復帰後において「医療の直接的支援」を要することはないと考えているわけです。
　しかしながら、Aさんご自身が、自らの主体的希望を明確にしたうえで、そのほか、健康管理部門における健康相談と同様の形で、いかに、うまく自分の健康状態を維持しながら求められる就業を行っていくかについて、医学的アドバイスを主治医や保健師に求めることは、むしろ推奨してもいいくらいです。ただし、当該相談時間中の職務専念義務を免除するかどうかについては、所属長に適切に許可を求めるなど、全体の奉仕者としてしかるべき行動を前提とすることは、これまでにも繰り返し申し上げてきたとおりです。
　復帰支援期が無事終了した後、就業上の配慮、制限のない完全な通常勤務状態に移行することになります。

４．質疑応答
人事係長：それでは職員課からの説明は以上です。何か質問はありますか。


[bookmark: _療養導入に向けた面接シナリオ]療養導入に向けた面接シナリオ
【面接の流れ】
1． 導入
2． 市から伝えたいこと
通常勤務をするか、療養に専念するか
3． 質疑応答


１．導入　職員課長
Aさんは○月○日に病気休職から復職し、半年が経過しました。しかし最近は、安定継続的な業務遂行どころか、頭痛を理由とした遅刻や欠勤が発生しており、職員課としては現状を問題だと考えています。そこで本日は、市の考え方を伝えるために面接を実施いたします。なお、面接時間は○時○分までを予定しています。
[bookmark: _Hlk32659353]　まずは、こちらから説明をします。質問は後ほど確認しますので、説明内容をしっかりと聞いてください。

２．人事から伝えたいこと
人事係長：先ほど課長が確認した通り、Ａさんは○月○日に復職しました。しかしながら、復帰から半年を経過した頃から、頭痛を理由とした遅刻や欠勤が散見されています。直近では、○月○日と○月○日には、それぞれ1時間程度の遅刻が、そして○月○日および○月○日に欠勤が発生し、いずれも有給休暇の事後取得措置が取られています。

職員課長：このような状況について、今回は頭痛を理由とした勤怠の乱れではあるものの、期待水準での業務遂行ができていないことに加えて、休職の事由となった傷病が十分に回復しているかどうか、職員課としては一定程度懸念せざるをえず、場合によっては再度療養に専念したほうが良いのではと考えざるをえません。
ではＡさんに確認しますが、今後勤怠の乱れなく、通常勤務することはできますか。あるいは、体調不良のために難しく、療養が必要だと考えますか。なお、この判断において、「通常勤務」ということの内容について、どのように考えているかは非常に重要です。これは、職位相当の業務について、ルールを遵守して安定継続的に従事し、また上司から指示されたとおりに遂行する、という意味ですが、いかがでしょうか。

(通常勤務を選択する場合)
本人：通常と変わりなく勤務できます

人事係長：分かりました。しかしながら、これまでのAさんの勤務状況から、市としては、体調不良状態ではないとの確信を持つまでには至りません。そのような中で、Aさんの回答だけを根拠に、「はいそうですか」と就業継続を簡単に認めてしまうことは、安全配慮義務の観点からも行えないことはご理解ください。
そのため、主治医の先生の「通常勤務に支障がない」という旨の意見書を所定の様式で取得して、提出してください。万が一主治医の先生が「通常勤務には支障がある」、あるいは、「支障がないとはいえない」と判断された場合には、通常勤務を認める前提とは齟齬が生じるため、療養に専念していただきます。
また、先ほど産業医の先生からも「病状が悪化しないとは保証しようがないので、再度、療養に専念するのがいいのでは」というご意見がありました。市としては、就業継続により体調が悪化する可能性についても、注意深く観察をしなければなりません。そこで、万が一病状が悪化した際に、速やかに療養していただくために、就業継続に関する条件を設定します。今後、１回でも勤怠の乱れ（遅刻・早退、当日休の申請など）が、認められた場合は、療養に専念することを前提として、再度面接を行います。なおその際は、ご家族に同席していただき、療養に専念する必要があるか、一緒に検討させていただきます。念のためご家族にもこの内容をお伝えしておいてください。

本人：家族に心配をかけたくないので、家族には連絡しないでください。

職員課長：ちょっと待ってください。再面接は万が一勤怠の乱れがある場合、あるいは業務上の問題が改善しない場合に実施するとお伝えしました。家族への連絡をしないでほしいということは、勤怠が乱れる、あるいは業務上の問題を改善しないだろうことを、今の時点から想定しているものと捉えざるをえません。
　　　そのような状況は、人事としては当然良いとは言えず、そもそも就業継続について、より厳格に検討しなければなりません。繰り返しますが、１回でも勤怠の乱れあるいは、業務遂行上の問題が認められた場合、ご家族同席のうえで、療養に専念する必要があるかどうか、検討するものとします。そのため、念のため、ご家族にもこの内容をお伝えしておいてください。

(療養を選択する場合)
本人：療養が必要だと考えます

人事係長：分かりました。それでは、期間の明示は不要ですので、一定期間の療養が必要である旨の主治医の診断書を添付のうえで、速やかに療養の申請をしてください。
　　　また、療養期間中は週一回の療養報告をしていただきます。詳しい説明は改めて実施しますが、まずは今週分の報告から開始してください。月曜日から金曜日の状況を記入し、翌月曜日までに到達するように、土日に投函する、という流れになります。負担に感じる場合や、主治医からこうした記述を伴う報告はまだ早いといった判断がある場合には、ご家族にご協力いただき、該当する箇所にチェックをして報告をしてください（療養状況報告書と返信用封筒を４通ほど渡す）。
